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議 案 第 １ ８ 号

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 一 般 会 計 予 算

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 の 一 般 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 は 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ３ ３ ， ８ ７ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 」 に

よ る 。

（ 債 務 負 担 行 為 ）

第 ２ 条 地 方 自 治 法 第 ２ １ ４ 条 の 規 定 に よ り 債 務 を 負 担 す る 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、

期 間 及 び 限 度 額 は 、 「 第 ２ 表 債 務 負 担 行 為 」 に よ る 。

（ 地 方 債 ）

第 ３ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ３ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 起 こ す こ と が で き る 地 方 債 の 起 債 の 目

的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 「 第 ３ 表 地 方 債 」 に よ る 。

（ 一 時 借 入 金 ）

第 ４ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ３ ５ 条 の ３ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 一 時 借 入 金 の 借 入 れ の 最 高 額 は 、

１ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。

（ 歳 出 予 算 の 流 用 ）

第 ５ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費 の 金 額

を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

各 項 に 計 上 し た 給 料 、 職 員 手 当 及 び 共 済 費 （ 賃 金 に 係 る 共 済 費 を 除 く 。 ） に 係 る 予

算 額 に 過 不 足 を 生 じ た 場 合 に お け る 同 一 款 内 で の こ れ ら の 経 費 の 各 項 の 間 の 流 用

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 １ ９ 日 提 出

印 西 市 長 板 倉 正 直
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第１表　歳入歳出予算

     歳  入 (単位：千円)

款 項

市税

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

都市計画税

地方譲与税

自動車重量譲与税

地方揮発油譲与税

利子割交付金

利子割交付金

配当割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

金 額
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(単位：千円)

款 項

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方特例交付金

地方交付税

地方交付税

交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

負担金

使用料及び手数料

使用料

手数料

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

委託金

金 額
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(単位：千円)

款 項

県支出金

県負担金

県補助金

委託金

財産収入

財産運用収入

財産売払収入

寄附金

寄附金

繰入金

特別会計繰入金

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

市預金利子

貸付金元利収入

金 額

6



(単位：千円)

款 項

受託事業収入

雑入

市債

市債

金 額

歳 入 合 計
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     歳  出 (単位：千円)

款 項

議会費

議会費

総務費

総務管理費

徴税費

戸籍住民基本台帳費

選挙費

統計調査費

監査委員費

民生費

社会福祉費

高齢者福祉費

児童福祉費

生活保護費

国民年金費

災害救助費

衛生費

保健衛生費

金 額
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(単位：千円)

款 項

清掃費

農林水産業費

農業費

林業費

商工費

商工費

土木費

道路橋りょう費

河川費

都市計画費

消防費

消防費

教育費

教育総務費

小学校費

中学校費

幼稚園費

社会教育費

金 額
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(単位：千円)

款 項

保健体育費

災害復旧費

公共土木施設災害復旧費

公債費

公債費

諸支出金

普通財産取得費

予備費

予備費

金 額

歳 出 合 計
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第２表　　債務負担行為

事　　　　　　　　　　項

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３６年度

自 平成３０年度

至 平成３２年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

１１，１９９千円以内

３３，４７１千円以内

千葉県議会議員選挙に伴う選挙システム運用支援
業務委託

委 託 料

委 託 料 ８，１５９千円以内

委 託 料

期　　間 限　　　　度　　　　額

千葉県議会議員選挙及び印西市議会議員選挙に伴
う投票事務等労働者派遣契約

第３期ちば電子調達システム使用料
使 用 料 及 び
賃 借 料

１６，９２５千円以内

印西市公共施設適正配置アクションプラン等策定
支援業務委託

委 託 料 １４，５６０千円以内

２，０２５千円以内

千葉県議会議員選挙及び印西市議会議員選挙に伴
うポスター掲示場設置撤去業務委託

印西市固定資産税路線価等評価業務委託 委 託 料
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事　　　　　　　　　　項 期　　間 限　　　　度　　　　額

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

千葉県議会議員選挙に伴う期日前投票システム運
用支援業務委託

委 託 料 ３０５千円以内

１，９８９千円以内

１，２４８千円以内千葉県議会議員選挙に伴う投開票所備品賃貸借料

千葉県議会議員選挙に伴う投票所警備及び鍵開閉
等業務委託

使 用 料 及 び
賃 借 料

印西市議会議員選挙に伴う期日前投票システム運
用支援業務委託

５０４千円以内

印西市議会議員選挙に伴う選挙システム運用支援
業務委託

委 託 料

委 託 料 ５０４千円以内

１，４５６千円以内

委 託 料

千葉県議会議員選挙に伴う当日投票管理システム
運用支援業務委託

委 託 料
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事　　　　　　　　　　項 期　　間 限　　　　度　　　　額

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

自 平成３０年度

至 平成３4年度

自 平成３０年度

至 平成３１年度

印西市議会議員選挙に伴う当日投票管理システム
運用支援業務委託

委 託 料 １，４５６千円以内

第２期印西市子ども・子育て支援事業計画策定業
務委託

印西市議会議員選挙に伴う投開票所備品賃貸借料
使 用 料 及 び
賃 借 料

１，２４８千円以内

委 託 料 ６，９５９千円以内

国営造成施設管理体制整備促進事業負担金
負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

１８，８４５千円以内

印西市空家等対策計画策定支援業務委託 委 託 料 ７，７５１千円以内
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第３表　　地方債

起　　債　　の　　目　　的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円

市道整備事業

普通貸借
又は

証券発行

　　　　  年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について利率の
見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）

融資条件による。

防災基盤整備事業

中学校施設整備改修事業

公共施設等適正管理推進事業（教育）

合　　　　　　　　　　　　　計

臨時財政対策債
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印 西 市 一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１．総括

( 歳　入 ) (単位：千円)

款

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金 △6,000

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税 △260,000

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料 △8,074

国庫支出金

県支出金

財産収入 △6,052

寄附金

繰入金 △449,346

繰越金

諸収入 △104,919

市債

歳入歳出予算事項別明細書

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 本 年 度 予 算 構 成 比 ％

歳 入 合 計
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( 歳　出 ) (単位：千円)

款

議会費 △343

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費 △143,675

商工費 △125,646

土木費 △216,722

消防費

教育費

災害復旧費

公債費 △212,166

諸支出金

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較

本年度予算額の財源内訳

本年度予算
構成比(％)

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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２．歳　入

（単位 ： 千円）

節

市税

市民税

個人 現年課税分 ・個人市民税（現年課税分）

滞納繰越分 ・個人市民税（滞納繰越分）

法人 現年課税分 ・法人市民税（現年課税分）

滞納繰越分 ・法人市民税（滞納繰越分）

固定資産税

固定資産税 現年課税分 ・固定資産税（現年課税分）

滞納繰越分 ・固定資産税（滞納繰越分）

国有資産等所在市 △ 5,192 国有資産等所在市 ・国有資産等所在市町村交付金

町村交付金 町村交付金

軽自動車税

軽自動車税 現年課税分 ・軽自動車税（現年課税分）

滞納繰越分 ・軽自動車税（滞納繰越分）

市たばこ税 △ 21,235

市たばこ税 △ 21,235 現年課税分 ・市たばこ税

都市計画税

都市計画税 現年課税分 ・都市計画税（現年課税分）

滞納繰越分 ・都市計画税（滞納繰越分）

比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度 前 年 度

歳入 市税
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（単位 ： 千円）

節

地方譲与税

自動車重量譲与税

自動車重量譲与税 自動車重量譲与税 ・自動車重量譲与税

地方揮発油譲与税

地方揮発油譲与税 地方揮発油譲与税 ・地方揮発油譲与税

利子割交付金

利子割交付金

利子割交付金 利子割交付金 ・利子割交付金

配当割交付金

配当割交付金

配当割交付金 配当割交付金 ・配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付

金

株式等譲渡所得割 株式等譲渡所得割 ・株式等譲渡所得割交付金

交付金 交付金

地方消費税交付金

地方消費税交付金

地方消費税交付金 地方消費税交付金 ・地方消費税交付金

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 市税

歳入 地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金
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（単位 ： 千円）

節

ゴルフ場利用税交付金 △ 6,000

ゴルフ場利用税交付金 △ 6,000

ゴルフ場利用税交 △ 6,000 ゴルフ場利用税交 ・ゴルフ場利用税交付金

付金 付金

自動車取得税交付金

自動車取得税交付金

自動車取得税交付 自動車取得税交付 ・自動車取得税交付金

金 金

地方特例交付金

地方特例交付金

地方特例交付金 地方特例交付金 ・減収補てん特例交付金

地方交付税 △ 260,000

地方交付税 △ 260,000

地方交付税 △ 260,000 地方交付税 ・普通交付税

・特別交付税

交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付

金

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明款　　　項　　　目
区 分 金 額

歳入 地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金

歳入 ゴルフ場利用税交付金，自動車取得税交付金，地方特例交付金，地方交付税，交通安全対策特別交付金
21



（単位 ： 千円）

節

交通安全対策特別 交通安全対策特別 ・交通安全対策特別交付金

交付金 交付金

分担金及び負担金

負担金

民生費負担金 老人福祉費負担金 ・老人ホーム入所者負担金

・生活支援ハウス利用者負担金

・生活支援ハウス運営事業市町負担金

・高齢者日常生活用具給付等サービス事業利用者

  負担金

児童福祉費負担金 ・保育園保育料（現年度分）

・保育園保育料（過年度分）

・日本スポーツ振興センター保護者負担金

・児童発達支援利用者負担金

・一時預かり保育料

衛生費負担金 △ 28 保健衛生費負担金 ・養育医療自己負担金

土木費負担金 共同溝維持管理負 ・共同溝維持管理負担金

担金

急傾斜地崩壊対策 ・急傾斜地崩壊対策事業受益者分担金（現年度分

事業受益者分担金   ）

金 額
説 明本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目

区 分

歳入 ゴルフ場利用税交付金，自動車取得税交付金，地方特例交付金，地方交付税，交通安全対策特別交付金

歳入 交通安全対策特別交付金，分担金及び負担金
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（単位 ： 千円）

節

・急傾斜地崩壊対策事業受益者分担金（過年度分

  ）

教育費負担金 小学校費負担金 ・日本スポーツ振興センター保護者負担金

中学校費負担金 ・日本スポーツ振興センター保護者負担金

幼稚園費負担金 ・日本スポーツ振興センター保護者負担金

給食費負担金 ・給食費負担金（現年度分）

・給食費負担金（滞納繰越分）

使用料及び手数料 △ 8,074

使用料 △ 7,804

総務使用料 △ 264 コミュニティセン ・コミュニティセンター使用料

ター使用料

行政財産目的外使 ・庁舎目的外使用料

用料 ・行政財産目的外使用料（総務）

民生使用料 △ 1,588 福祉施設使用料 ・老人福祉センター使用料

・学童保育料（現年度分）

・学童保育料（過年度分）

・牧の原地域交流センター使用料

・保育園時間外保育料（現年度分）

・保育園時間外保育料（過年度分）

比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度 前 年 度

歳入 交通安全対策特別交付金，分担金及び負担金

歳入 分担金及び負担金，使用料及び手数料
23



（単位 ： 千円）

節

行政財産目的外使 ・行政財産目的外使用料（民生）

用料

衛生使用料 行政財産目的外使 ・行政財産目的外使用料（衛生）

用料

衛生施設使用料 ・健康づくりセンター使用料

商工使用料 行政財産目的外使 ・行政財産目的外使用料（商工）

用料

土木使用料 △ 4,025 道路使用料 ・道路占用料

公園使用料 ・公園使用料

・公園占用料

行政財産目的外使 ・行政財産目的外使用料（土木）

用料

消防使用料 行政財産目的外使 ・行政財産目的外使用料（消防）

用料

教育使用料 社会教育施設使用 ・公民館使用料

料 ・中央駅前地域交流館使用料

文化ホール使用料 ・文化ホール使用料

行政財産目的外使 ・行政財産目的外使用料（教育）

用料

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 分担金及び負担金，使用料及び手数料

歳入 使用料及び手数料
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（単位 ： 千円）

節

教育授業料 △ 2,948 幼稚園授業料 ・幼稚園保育料（現年度分）

・幼稚園保育料（過年度分）

手数料 △ 270

総務手数料 放置自転車等移動 ・放置自転車等移動手数料

手数料

税務手数料 ・諸証明

・臨時運行許可

戸籍住民基本台帳 ・戸籍

手数料 ・住民票

・印鑑証明

・諸証明

・印鑑登録

・通知カード

・個人番号カード

認可地縁団体手数 ・諸証明

料

民生手数料 △ 3,903 児童発達支援事業 ・児童発達支援事業給付手数料

費手数料

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明款　　　項　　　目
区 分 金 額

歳入 使用料及び手数料

歳入 使用料及び手数料
25



（単位 ： 千円）

節

衛生手数料 狂犬病予防事業手 ・畜犬登録及び注射済票交付手数料

数料

許可申請手数料 ・一般廃棄物収集運搬業等許可申請手数料

・特定事業許可申請手数料

衛生手数料 ・健康チェック手数料

農林水産業手数料 農業手数料 ・農地関係諸証明

・鳥獣登録票交付手数料

・農業振興地域農用地区域証明書

土木手数料 土木手数料 ・屋外広告物許可手数料

・諸証明

・生産緑地証明手数料

・開発許可等手数料

・建築確認等申請手数料

国庫支出金

国庫負担金

民生費国庫負担金 障害者福祉費負担 ・障害者自立支援給付費負担金

金 ・特別障害者手当等給付費負担金

・障害児入所給付費等負担金

・障害者医療費負担金

金 額
説 明本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目

区 分

歳入 使用料及び手数料

歳入 使用料及び手数料，国庫支出金
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（単位 ： 千円）

節

児童福祉費負担金 ・母子生活支援施設等入所費負担金

・児童扶養手当国庫負担金

・子どものための教育・保育給付費負担金

・児童手当国庫負担金

生活保護費等負担 ・生活保護費国庫負担金

金 ・中国残留邦人生活支援給付金

国民健康保険基盤 ・国民健康保険基盤安定国庫負担金

安定国庫負担金

生活困窮者自立支 ・生活困窮者自立支援費負担金

援費負担金

低所得者保険料軽 ・低所得者保険料軽減負担金

減負担金

衛生費国庫負担金 △ 367 母子衛生費国庫負 ・未熟児養育医療国庫負担金

担金

教育費国庫負担金 幼稚園費国庫負担 ・子どものための教育・保育給付費負担金

金

小学校費国庫負担 ・公立学校施設整備費国庫負担金

金

国庫補助金

比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度 前 年 度

歳入 使用料及び手数料，国庫支出金

歳入 国庫支出金
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（単位 ： 千円）

節

総務費国庫補助金 総務費国庫補助金 ・社会保障・税番号制度に係る個人番号カード等

  関連補助金

民生費国庫補助金 障害者福祉費補助 ・地域生活支援事業費補助金

金

児童福祉費補助金 ・母子家庭等対策費補助金

・子ども・子育て支援交付金

・保育対策総合支援事業費補助金

・保育所等整備交付金

・子ども・子育て支援整備交付金

生活困窮者自立支 ・生活困窮者自立支援費補助金

援費補助金

衛生費国庫補助金 保健衛生費国庫補 ・感染症予防事業費等補助金

助金

環境衛生費国庫補 ・循環型社会形成推進交付金

助金

母子保健衛生費国 ・母子保健医療対策総合支援事業補助金

庫補助金

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 国庫支出金

歳入 国庫支出金
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（単位 ： 千円）

節

土木費国庫補助金 都市計画費国庫補 ・社会資本整備総合交付金（地域住宅）

助金 ・防災・安全社会資本整備総合交付金（安全スト

  ック）

道路橋梁費国庫補 ・社会資本整備総合交付金（道路改築）

助金 ・防災・安全社会資本整備交付金

教育費国庫補助金 小学校費国庫補助 ・特別支援教育就学奨励費補助金

金 ・要保護児童就学援助費補助金

中学校費国庫補助 ・特別支援教育就学奨励費補助金

金 ・要保護生徒就学援助費補助金

・学校施設環境改善交付金

幼稚園費国庫補助 ・幼稚園就園奨励費補助金

金

社会教育費国庫補 ・国宝重要文化財等保存整備費補助金

助金

委託金 △ 422

総務費委託金 総務管理費委託金 ・自衛官募集事務委託金

戸籍住民基本台帳 ・中長期在留者住居地届出等事務委託費

費委託金

選挙費委託金 ・在外選挙人名簿登録事務費委託金

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明款　　　項　　　目
区 分 金 額

歳入 国庫支出金

歳入 国庫支出金
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（単位 ： 千円）

節

民生費委託金 △ 453 社会福祉費委託金 ・国民年金事務費委託金

児童福祉費委託金 ・特別児童扶養手当事務取扱交付金

県支出金

県負担金

民生費県負担金 障害者福祉費負担 ・障害者自立支援給付費負担金

金 ・障害児入所給付費等負担金

・障害者医療費負担金

児童福祉費負担金 ・母子生活支援施設等入所費負担金

・子どものための教育・保育給付費負担金

・児童手当県負担金

生活保護費負担金 ・生活保護費県負担金

国民健康保険基盤 ・国民健康保険基盤安定県負担金

安定県負担金

低所得者保険料軽 ・低所得者保険料軽減負担金

減負担金

衛生費県負担金 後期高齢者医療保 ・後期高齢者医療保険基盤安定県負担金

険基盤安定県負担

金

金 額
説 明本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目

区 分

歳入 国庫支出金

歳入 国庫支出金，県支出金
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（単位 ： 千円）

節

母子衛生費県負担 ・未熟児養育医療県負担金

金

教育費県負担金 △ 152 幼稚園費県負担金 ・子どものための教育・保育給付費負担金

県委譲事務交付金 県委譲事務交付金 ・条例による事務処理の特例に係る市町村交付金

・埋蔵文化財届出事務等に係る交付金

県補助金

総務費県補助金 防犯対策事業補助 ・防犯カメラ等設置事業補助金

金 ・地域の防犯力アップ事業補助金

旅券事務補助金 ・旅券窓口等整備事業補助金

民生費県補助金 社会福祉費補助金 ・民生委員協議会交付金

・被災者生活再建支援事業補助金

障害者福祉費補助 ・重度心身障害者（児）医療給付改善事業費補助

金   金

・福祉手当給付事業費補助金

・地域生活支援事業費補助金

・重度障害児・者日常生活用具取付費補助金

・障害者グループホーム運営費等補助金

・軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業補助

  金

比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度 前 年 度

歳入 国庫支出金，県支出金

歳入 県支出金
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（単位 ： 千円）

節

・小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業補

  助金

老人福祉費補助金 ・高齢者地域福祉推進事業補助金

・福祉・介護人材確保対策事業補助金

児童福祉費補助金 ・ひとり親家庭等医療費等補助金

・保育士配置改善事業補助金

・子ども・子育て支援交付金

・保育対策総合支援事業費補助金

・子ども・子育て支援整備補助金

・保育士処遇改善事業費補助金

衛生費県補助金 保健衛生費補助金 ・健康増進事業費補助金

・地域自殺対策緊急強化基金事業費補助金

・骨髄移植ドナー支援事業補助金

母子衛生費補助金 ・子ども医療費助成事業補助金

環境衛生費補助金 ・生活排水対策浄化槽推進事業補助金

・地下水汚染防止対策事業補助金

・市町村併任職員等立入検査業務交付金

・産業廃棄物不法投棄防止事業総合補助金

・住宅用省エネルギー設備導入促進事業補助金

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 県支出金

歳入 県支出金
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（単位 ： 千円）

節

農林水産業費県補 △ 60,478 農業費補助金 ・国有農地等管理処分事業事務取扱交付金

助金 ・農業委員会交付金

・園芸用廃プラスチック処理対策推進事業補助金

・農業経営基盤強化資金利子補給費補助金

・担い手水田利活用高度化対策事業補助金

・多面的機能支払交付金

・野生獣管理事業補助金

・飼料用米等生産拡大支援事業補助金

・有害鳥獣被害防止対策事業補助金

・経営所得安定対策等推進事業補助金

・環境保全型農業直接支援対策事業交付金

・新輝け！ちばの園芸産地整備支援事業補助金

・農業次世代人材投資資金

・狩猟免許取得促進事業補助金

・農地集積・集約化対策事業費補助金

・荒廃農地等利活用促進交付金

・飼料用米・加工用米等流通加速化事業補助金

林業費補助金 ・県単森林整備事業補助金

商工費県補助金 △ 11 商工費補助金 ・地方消費者行政推進事業補助金

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明款　　　項　　　目
区 分 金 額

歳入 県支出金

歳入 県支出金
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（単位 ： 千円）

節

土木費県補助金 △ 345 都市計画費補助金 ・住宅・建築物耐震化サポート事業補助金

・被災者住宅再建資金利子補給補助金

消防費県補助金 消防費補助金 ・消防防災施設強化事業補助金

・千葉県地域防災力向上総合支援補助金

教育費県補助金 青少年対策費補助 ・青少年相談員活動補助金

金 ・放課後子ども教室推進事業費補助金

文化財補助金 ・文化財保存事業補助金

委託金

総務費委託金 徴税費委託金 ・個人県民税徴収費委託金

・一般県税徴収費委託金

戸籍住民基本台帳 ・人口動態事務委託金

費委託金

統計調査費委託金 ・統計調査員確保対策事業委託金

・工業統計調査委託金

・学校基本調査委託金

・町丁字別人口調査委託金

・経済センサス調査区管理委託金

・農林業センサス委託金

・住宅・土地統計調査委託金

金 額
説 明本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目

区 分

歳入 県支出金

歳入 県支出金
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（単位 ： 千円）

節

・経済センサス－基礎調査準備委託金

選挙費委託金 ・千葉県議会議員選挙費委託金

民生費委託金 障害福祉費委託金 ・障害児等療育支援事業委託金

財産収入 △ 6,052

財産運用収入 △ 6,052

財産貸付収入 △ 1,083 不動産貸付収入 ・不動産貸付収入

・ふるさと農園貸付収入

利子及び配当金 △ 4,969 利子及び配当金 ・利子

・配当金

財産売払収入

物品売払収入 物品売払収入 ・市史刊行物売払収入

・基本計画書等売払収入

寄附金

寄附金

総務費寄附金 総務費寄附金 ・ふるさとづくり運営寄附金

民生費寄附金 △ 15 社会福祉費寄附金 ・社会福祉費寄附金

教育費寄附金 教育費寄附金 ・教育費寄附金

繰入金 △ 449,346

特別会計繰入金

比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度 前 年 度

歳入 県支出金

歳入 県支出金，財産収入，寄附金，繰入金
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（単位 ： 千円）

節

国民健康保険特別 国民健康保険特別 ・国民健康保険特別会計繰入金

会計繰入金 会計繰入金

介護保険特別会計 介護保険特別会計 ・介護保険特別会計繰入金

繰入金 繰入金

後期高齢者医療特 後期高齢者医療特 ・後期高齢者医療特別会計繰入金

別会計繰入金 別会計繰入金

基金繰入金 △ 449,346

財政調整基金繰入 財政調整基金繰入 ・財政調整基金繰入金

金 金

減債基金繰入金 減債基金繰入金 ・減債基金繰入金

ふるさとづくり運 ふるさとづくり運 ・ふるさとづくり運営基金繰入金

営基金繰入金 営基金繰入金

都市廃棄物空気輸 都市廃棄物空気輸 ・都市廃棄物空気輸送施設収束事業基金繰入金

送施設収束事業基 送施設収束事業基

金繰入金 金繰入金

教育施設整備基金 △ 410,489 教育施設整備基金 ・教育施設整備基金繰入金

繰入金 繰入金

保健福祉基金繰入 △ 50,000

金

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 県支出金，財産収入，寄附金，繰入金

歳入 繰入金
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（単位 ： 千円）

節

千葉ニュータウン △ 9,379

関連公共施設整備

基金繰入金

印旛医科器械歴史 △ 373

資料館基金繰入金

鉄道施設整備基金 △ 40,100

繰入金

繰越金

繰越金

繰越金 前年度繰越金 ・前年度繰越金

諸収入 △ 104,919

延滞金加算金及び過料

延滞金 延滞金 ・延滞金

加算金 加算金 ・加算金

過料 過料 ・過料

・歩行喫煙、ポイ捨て等防止条例過料

市預金利子

市預金利子 預金利子 ・預金利子

貸付金元利収入

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明款　　　項　　　目
区 分 金 額

歳入 繰入金

歳入 繰入金，繰越金，諸収入
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（単位 ： 千円）

節

貸付金元利収入 貸付金元利収入 ・中小企業資金融資預託金

受託事業収入

民生費受託事業収 民生費受託事業収 ・管外受託保育料

入 入

農林水産業費受託 農林水産業費受託 ・農地中間管理事業業務委託費

事業収入 事業収入

雑入 △ 116,072

滞納処分費 滞納処分費 ・滞納処分費

雑入 △ 116,072 高額療養費保険者 ・子ども医療費高額療養費保険者負担金

負担金 ・重心医療費高額療養費保険者負担金

雑入 ・職員生命保険料団体取扱い手数料

・全国市長会等保険事務費

・公益施設整備費負担金

・コピー使用料

・保育園職員給食費

・健康生活コーディネート事業参加者負担金

・放置自転車売却費

・（仮称）コスモス通り用地事務負担金

・地図等の頒布代

説 明
区 分 金 額

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目

歳入 繰入金，繰越金，諸収入

歳入 諸収入
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（単位 ： 千円）

節

・関枠橋維持管理費

・印刷代金

・事業参加者負担金

・調理廃油売払金

・収入証紙売捌手数料

・農業者年金業務委託手数料

・自動販売機等電気料金

・自動販売機設置納付金

・公衆電話取扱手数料

・松崎地区水道事業計画負担金

・資料弁償費

・ホームページバナー広告料

・公務災害確定負担金過納額還付金

・市民農業講座研修負担金

・子育てヘルプサービス利用者負担金

・千葉県後期高齢者医療広域連合負担金過納額返

  還金

・ウェルネスシステムキー販売金

・幼稚園バス利用者負担金

款　　　項　　　目
区 分 金 額

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

歳入 諸収入

歳入 諸収入
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（単位 ： 千円）

節

・幼稚園給食費

・千葉県後期高齢者医療広域連合派遣職員人件費

  負担金

・市町村職員中央研修所研修生派遣経費助成金

・有価物売払金

・一般廃棄物最終処分場建設に係る地元対策事業

  負担金

・施設使用維持管理費負担金

・自設光ファイバー回線賃借料

・給食費支払督促申立費用

・スポーツ振興基金助成金

・使用済食用油売払金

・ふれあいバス（布佐ルート）運行に係る負担金

・平岡自然公園墓地使用料等に係る精算金

・わたしの街みどりづくり事業交付金

・千葉県市町村職員共済組合特定健康診査補助事

  業負担金

・太陽光売電料

・スポーツ振興くじ助成金

区 分 金 額
説 明本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目

歳入 諸収入

歳入 諸収入

40



（単位 ： 千円）

節

・更生保護サポートセンター電気料金

・幼稚園職員給食費

・シティセールス物品販売代金

・使用済カラスネット売払金

・収入印紙売捌手数料

・橋りょう維持管理負担金

・人口１０万人記念（いんザイ君グッズ売払金）

・旧印西消防署庁舎等解体撤去負担金

・雑入

市債

市債

臨時財政対策債 △ 50,000 臨時財政対策債 ・臨時財政対策債

土木債 道路橋りょう事業 ・市道整備事業

債

消防債 消防施設整備債 ・防災基盤整備事業

教育債 学校教育施設等整 ・中学校施設整備改修事業

備事業債

公共施設等適正管 ・公共施設等適正管理推進事業（教育）

理推進事業債

前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度

歳入 諸収入

歳入 諸収入，市債
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（単位 ： 千円）

節

歳 入 合 計

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 諸収入，市債

歳入 市債
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３．歳　出

（単位 ： 千円）

節

議会費 △343

議会費 △343

議会費 △343 報酬 ・議員人件費

給料 ・職員人件費

職員手当等 ・議長交際費

共済費 ・議会運営に要する経費

報償費 ・印西市議会政務活動費交付

旅費   金

交際費

需用費

消耗品費

食糧費

印刷製本費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 議会費
43



（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

総務費

総務管理費

一般管理 報酬 ・常勤特別職人件費

費 給料 ・職員人件費

職員手当等 ・非常勤職員に要する経費

共済費 ・特別職報酬等審議会運営費

賃金 ・職員安全衛生管理事業

報償費 ・職員研修費

旅費 ・人事給与電算処理に要する

交際費   経費

需用費 ・職員福利厚生費

消耗品費 ・総務事務費

食糧費 ・訴訟事件に要する経費

印刷製本費 ・行政改革に要する経費

修繕料 ・行政相談事業に要する経費

役務費 ・功労者等表彰に要する経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 議会費

歳出 議会費，総務費
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（単位 ： 千円）

節

委託料 ・市長交際費

使用料及び ・秘書事務費

賃借料 ・通信運搬に要する経費

負担金、補 ・文書管理の推進事業

助及び交付 ・文書事務に要する経費

金 ・情報公開に要する経費

積立金 ・共通消耗事務用品費

・市民相談事業に要する経費

・財政調整基金積立金

・公共施設等の総合管理に要

  する経費

・市有建築物の営繕事務に要

  する経費

・人口１０万人記念（記念セ

  レモニー）

文書広報 報償費 ・市勢要覧制作事業

費 需用費 ・広報活動に要する経費

消耗品費 ・広聴事務に要する経費

役務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 議会費，総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

委託料

使用料及び

賃借料

備品購入費

財政管理 △419 需用費 ・財政管理事務に要する経費

費 消耗品費 ・財務会計電算処理に要する

印刷製本費   経費

委託料

使用料及び

賃借料

会計管理 旅費 ・会計事務に要する経費

費 需用費

消耗品費

印刷製本費

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

財産管理 △50,238 報償費 ・契約事務に要する経費

費 旅費 ・庁舎管理に要する経費

需用費 ・市有財産管理事業

消耗品費 ・公用車管理事業

燃料費 ・工事検査事務に要する経費

光熱水費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

補償、補填

及び賠償金

公課費

企画費 報酬 ・公共交通網整備促進事業

報償費 ・企画事務に要する経費

旅費 ・印旛郡市広域市町村圏事務

需用費   組合負担金

消耗品費 ・総合計画に要する経費

食糧費 ・鉄道施設整備基金積立金

印刷製本費 ・国際化推進事業

光熱水費 ・男女共同参画推進事業

修繕料 ・四季の花の景観づくり推進

役務費   事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

委託料 ・まち・ひと・しごと創生総

使用料及び   合戦略に要する経費

賃借料 ・東京オリンピック・パラリ

工事請負費   ンピック誘致等推進に要す

負担金、補   る経費

助及び交付 ・路線バス運行対策事業

金 ・地域審議会の運営に要する

積立金   経費

・印旛医科器械歴史資料館運

  営事業

・市民参加推進事業

・シティセールスに要する経

  費

まちづく 報酬 ・ふるさとづくり運営会議運

り推進事 需用費   営費

業費 消耗品費 ・地域活性化の推進に要する

食糧費   経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補 ・ふるさとづくり運営基金積

助及び交付   立金

金 ・人口１０万人記念（いんざ

積立金   いふるさとまつり実施事業

  ）

交通安全 △2,296 報酬 ・職員人件費

対策費 給料 ・交通安全対策事業

職員手当等 ・自転車駐車場管理運営に要

共済費   する経費

需用費 ・放置自転車等対策事業

消耗品費 ・交通安全対策施設整備事業

光熱水費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

支所費 △22,729 給料 ・職員人件費

職員手当等 ・印旛支所事務に要する経費

共済費 ・印旛支所施設管理に要する

需用費   経費

消耗品費 ・本埜支所事務に要する経費

燃料費 ・本埜支所施設管理に要する

光熱水費   経費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

公課費

出張所費 △4,480 給料 ・職員人件費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

職員手当等 ・船穂出張所事務に要する経

共済費   費

需用費 ・中央駅前出張所事務に要す

消耗品費   る経費

光熱水費 ・牧の原出張所事務に要する

修繕料   経費

役務費 ・牧の原出張所施設管理に要

委託料   する経費

使用料及び ・小林出張所事務に要する経

賃借料   費

工事請負費 ・滝野出張所事務に要する経

備品購入費   費

公課費 ・滝野出張所施設管理に要す

  る経費

・岩戸出張所事務に要する経

  費

・平賀出張所事務に要する経

  費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費

52



（単位 ： 千円）

節

・平賀出張所施設管理に要す

  る経費

電子計算 報償費 ・電子行政推進に要する経費

費 旅費 ・電算業務に要する経費

需用費 ・情報基盤整備に要する経費

消耗品費

食糧費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

自治振興 報酬 ・非常勤職員に要する経費

費 賃金 ・町内会等に要する経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
53



（単位 ： 千円）

節

報償費 ・町内会地区集会所等に要す

旅費   る経費

需用費 ・コミュニティセンターの管

消耗品費   理運営に要する経費

印刷製本費 ・市民活動支援事業

光熱水費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

諸費 報酬 ・平和事業に要する経費

報償費 ・防犯対策に要する経費

旅費 ・防犯活動拠点施設運営費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費

54



（単位 ： 千円）

節

需用費 ・市民憲章に要する経費

消耗品費 ・旅券事務に要する経費

光熱水費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

扶助費

繰出金

徴税費

税務総務 報酬 ・職員人件費

費 給料 ・固定資産評価審査委員会運

職員手当等   営費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
55



（単位 ： 千円）

節

共済費 ・市民税事務に要する経費

旅費 ・資産税事務に要する経費

需用費 ・納税事務に要する経費

消耗品費 ・市税還付金

印刷製本費

役務費

委託料

負担金、補

助及び交付

金

償還金、利

子及び割引

料

賦課徴収 △4,324 賃金 ・非常勤職員に要する経費

費 旅費 ・市民税賦課に要する経費

需用費 ・資産税賦課に要する経費

消耗品費 ・評価事務に要する経費

印刷製本費 ・市税徴収に要する経費

役務費 ・市税滞納整理に要する経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

委託料 ・債権回収対策に要する経費

使用料及び

賃借料

備品購入費

戸籍住民基本

台帳費

戸籍住民 給料 ・職員人件費

基本台帳 職員手当等 ・戸籍事務に要する経費

費 共済費 ・戸籍電算処理に要する経費

旅費 ・住民基本台帳事務に要する

需用費   経費

消耗品費 ・窓口事務に要する経費

印刷製本費 ・窓口業務の休日実施に要す

役務費   る経費

委託料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
57



（単位 ： 千円）

節

選挙費

選挙管理 報酬 ・職員人件費

委員会費 給料 ・選挙管理委員会運営費

職員手当等

共済費

旅費

需用費

消耗品費

印刷製本費

役務費

委託料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

選挙啓発 △5 報償費 ・選挙啓発に要する経費

費 需用費

消耗品費

食糧費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

役務費

県議会議 報酬 ・職員人件費

員選挙費 職員手当等 ・非常勤職員に要する経費

賃金 ・県議会議員一般選挙に要す

需用費   る経費

消耗品費

食糧費

印刷製本費

役務費

委託料

市議会議 需用費 ・市議会議員一般選挙に要す

員選挙費 消耗品費   る経費

印刷製本費

統計調査費

統計調査 給料 ・職員人件費

総務費 職員手当等 ・統計事務に要する経費

共済費

需用費

消耗品費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

委託料

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

各種統計 報酬 ・工業統計調査に要する経費

調査費 報償費 ・学校基本調査に要する経費

旅費 ・農林業センサスに要する経

需用費   費

消耗品費 ・経済センサスに要する経費

食糧費 ・町丁字別人口調査に要する

役務費   経費

・住宅・土地統計調査に要す

  る経費

監査委員費

監査委員 報酬 ・職員人件費

費 給料 ・監査委員報酬

職員手当等 ・監査事務に要する経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

共済費

旅費

需用費

消耗品費

食糧費

委託料

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

民生費

社会福祉費 △28,429

社会福祉 報酬 ・職員人件費

総務費 給料 ・社会福祉総務事務に要する

職員手当等   経費

共済費 ・民生委員児童委員活動に要

報償費   する経費

旅費 ・特定疾患見舞金支給事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費，民生費
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（単位 ： 千円）

節

需用費 ・戦没者追悼事業

消耗品費 ・社会福祉推進事業

燃料費 ・中国残留邦人生活支援給付

食糧費   事業

印刷製本費 ・そうふけふれあいの里施設

光熱水費   管理に要する経費

修繕料 ・保健福祉基金積立金

役務費 ・女性の悩み相談事業

委託料 ・ＤＶ被害者支援事業

使用料及び ・牧の原地域交流センター施

賃借料   設管理に要する経費

負担金、補 ・生活困窮者自立支援事業に

助及び交付   要する経費

金 ・印西市被災者生活再建支援

扶助費   事業

積立金

障害福祉 報酬 ・非常勤職員に要する経費

費 賃金 ・障害福祉事業に要する経費

報償費 ・障害者自立支援給付事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費，民生費

歳出 民生費
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（単位 ： 千円）

節

旅費 ・障害者在宅福祉事業

需用費 ・障害者援護費

消耗品費 ・（仮称）障がい者サポート

印刷製本費   センター整備事業

光熱水費 ・難聴児補聴器購入費助成金

修繕料   交付事業

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

扶助費

国民健康 △202,971 報酬 ・職員人件費

保険費 給料 ・国保運営協議会委員報酬

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費
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（単位 ： 千円）

節

職員手当等 ・国民健康保険特別会計繰出

共済費   金

繰出金

高齢者福祉費 △67,414

高齢者福 △56,597 報酬 ・職員人件費

祉総務費 給料 ・高齢者福祉事務に要する経

職員手当等   費

共済費 ・高齢者在宅福祉事業

報償費 ・老人ホーム入所措置事業

需用費 ・高齢者生きがい事業

消耗品費 ・高齢者就労支援センター運

印刷製本費   営に要する経費

修繕料 ・介護保険特別会計繰出金

役務費 ・生活支援ハウス運営事業

委託料 ・介護人材育成事業

負担金、補

助及び交付

金

扶助費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費
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（単位 ： 千円）

節

公課費

繰出金

高齢者福 △9,576 報償費 ・総合福祉センター施設管理

祉施設費 需用費   に要する経費

消耗品費 ・保健福祉センター運営事務

燃料費   に要する経費

食糧費 ・保健福祉センター施設管理

光熱水費   に要する経費

修繕料 ・高花老人福祉センター事業

役務費   に要する経費

委託料 ・そうふけ老人福祉センター

使用料及び   事業に要する経費

賃借料 ・中央駅前地域交流館高齢者

備品購入費   福祉事業活動に要する経費

公課費

介護サー △1,241

ビス事業

費

児童福祉費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費
65



（単位 ： 千円）

節

児童福祉 報酬 ・職員人件費

総務費 給料 ・非常勤職員に要する経費

職員手当等 ・児童福祉総務事務に要する

共済費   経費

賃金 ・家庭児童相談等に要する経

報償費   費

旅費 ・子ども虐待防止対策事業

需用費 ・ブックスタート事業

消耗品費 ・ファミリーサポートセンタ

食糧費   ー事業

印刷製本費 ・子育てヘルプサービス事業

役務費 ・保育事務に要する経費

委託料 ・子ども・子育て会議に要す

負担金、補   る経費

助及び交付 ・父親育児支援事業

金 ・養育支援訪問事業・子ども

  を守る地域ネットワーク機

  能強化事業に要する経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費
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（単位 ： 千円）

節

・利用者支援事業に要する経

  費

・子育て短期支援事業に要す

  る経費

児童措置 需用費 ・児童手当給付事業

費 消耗品費

印刷製本費

委託料

扶助費

母子福祉 報酬 ・ひとり親家庭等医療費等助

費 旅費   成に要する経費

需用費 ・母子生活支援施設及び助産

消耗品費   施設入所に要する経費

委託料 ・児童扶養手当給付事業

扶助費 ・ひとり親家庭等支援事業

保育所費 報酬 ・職員人件費

給料 ・非常勤職員に要する経費

職員手当等 ・保育園運営に要する経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費
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（単位 ： 千円）

節

共済費 ・地域子育て支援センター「

賃金   こあら」に要する経費

報償費 ・保育園施設管理に要する経

旅費   費

需用費 ・保育園施設改修事業

消耗品費 ・保育園給食運営事業

燃料費 ・民間保育園の助成に関する

食糧費   経費

光熱水費 ・保育園設計整備費償還金

修繕料 ・施設等取得費償還金

賄材料費 ・民間保育園の保育委託に関

役務費   する経費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

公有財産購

入費

備品購入費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

公課費

児童福祉 報酬 ・職員人件費

施設費 給料 ・非常勤職員に要する経費

職員手当等 ・学童クラブに要する経費

共済費 ・児童遊園に要する経費

賃金 ・中央駅前地域交流館児童健

報償費   全育成事業活動に要する経

旅費   費

需用費 ・子どもふれあいセンターに

消耗品費   要する経費

燃料費 ・そうふけ児童館に要する経

食糧費   費

印刷製本費 ・つどいの広場事業

光熱水費 ・小林子育て支援センターに

修繕料   要する経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費
69



（単位 ： 千円）

節

役務費 ・中央駅前地域交流館子育て

委託料   支援事業活動に要する経費

使用料及び ・子ども発達センターに要す

賃借料   る経費

工事請負費 ・いんば児童館に要する経費

備品購入費 ・滝野子育て支援センターに

負担金、補   要する経費

助及び交付 ・学童クラブ施設整備事業

金

生活保護費

生活保護 報酬 ・職員人件費

総務費 給料 ・生活保護事業に要する経費

職員手当等

共済費

旅費

需用費

消耗品費

印刷製本費

役務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費

70



（単位 ： 千円）

節

委託料

使用料及び

賃借料

扶助費 扶助費 ・生活保護扶助事業

国民年金費

国民年金 給料 ・職員人件費

総務費 職員手当等 ・非常勤職員に要する経費

共済費 ・国民年金事務に要する経費

賃金

旅費

需用費

消耗品費

委託料

災害救助費

災害救助 需用費 ・災害救助費

費 消耗品費

衛生費

保健衛生費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費

歳出 民生費，衛生費
71



（単位 ： 千円）

節

保健衛生 報酬 ・職員人件費

総務費 給料 ・非常勤職員に要する経費

職員手当等 ・保健事務に要する経費

共済費 ・中央保健センター管理事務

賃金   費

旅費 ・ふれあいセンターいんばに

需用費   要する経費

消耗品費 ・本埜保健センター管理事務

燃料費   費

印刷製本費 ・地域医療推進事業

光熱水費 ・千葉県後期高齢者医療広域

修繕料   連合負担金

役務費 ・後期高齢者医療特別会計繰

委託料   出金

使用料及び

賃借料

工事請負費

公有財産購

入費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 民生費，衛生費

歳出 衛生費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

公課費

繰出金

予防費 需用費 ・健康危機管理事業

消耗品費 ・結核検診事業

印刷製本費 ・予防接種事業

医薬材料費

委託料

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

老人保健 償還金、利 ・老人保健事業の精算に要す

費 子及び割引   る経費

料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 衛生費

歳出 衛生費
73



（単位 ： 千円）

節

母子衛生 報酬 ・母子保健事業

費 報償費 ・子ども医療費助成事業

需用費 ・未熟児養育医療事業

消耗品費 ・特定不妊治療費助成事業

印刷製本費 ・高校生等医療費助成事業

医薬材料費

役務費

委託料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

扶助費

健康づく 報酬 ・非常勤職員に要する経費

り推進費 賃金 ・保健対策推進事業

報償費 ・食育推進事業

需用費 ・健康診査事業

消耗品費 ・がん検診事業

印刷製本費 ・がん検診推進事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 衛生費

歳出 衛生費
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（単位 ： 千円）

節

修繕料 ・健康づくりセンター等運営

医薬材料費   事業に要する経費

役務費 ・地域自殺対策緊急強化基金

委託料   事業

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

環境衛生 旅費 ・蜂の巣駆除に要する経費

費 需用費 ・狂犬病予防事業

消耗品費 ・小規模専用水道等指導事業

役務費 ・合併処理浄化槽設置事業

委託料 ・水道事業支出金

備品購入費 ・印旛郡市広域市町村圏事務

負担金、補   組合水道事業支出金

助及び交付 ・長門川水道事業支出金

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 衛生費

歳出 衛生費
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（単位 ： 千円）

節

投資及び出

資金

環境保全 報酬 ・公害対策事業

費 報償費 ・水質保全事務に要する経費

旅費 ・墓地・火葬場整備促進事業

需用費 ・環境保全事務に要する経費

消耗品費 ・環境基本計画の推進事業

食糧費 ・住宅用省エネルギー設備設

印刷製本費   置費補助事業

光熱水費 ・焼却場等跡地環境対策事業

修繕料 ・地下水汚染対策事業

役務費 ・放射線対策事務に要する経

委託料   費

使用料及び ・草深の森等維持管理事業

賃借料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 衛生費

歳出 衛生費

76



（単位 ： 千円）

節

清掃費 △29,912

清掃総務 報酬 ・非常勤職員に要する経費

費 賃金 ・ごみ減量化・再資源化推進

報償費   事業

旅費 ・不法投棄対策に要する経費

需用費 ・歩行喫煙、ポイ捨て等防止

消耗品費   事業

食糧費 ・クリーン印西推進運動事業

印刷製本費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 衛生費

歳出 衛生費
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（単位 ： 千円）

節

塵芥処理 △28,492 負担金、補 ・印西地区環境整備事業組合

費 助及び交付   負担金

金 ・都市廃棄物空気輸送事業収

積立金   束に要する経費

・都市廃棄物空気輸送施設収

  束事業基金積立金

し尿処理 △1,895 負担金、補 ・印西地区衛生組合負担金

費 助及び交付

金

農林水産業費 △143,675

農業費 △143,619

農業委員 報酬 ・職員人件費

会費 給料 ・非常勤職員に要する経費

職員手当等 ・農業委員会運営に要する経

共済費   費

賃金 ・農業委員会長交際費

旅費

交際費

需用費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 衛生費

歳出 衛生費，農林水産業費
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（単位 ： 千円）

節

消耗品費

食糧費

印刷製本費

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

農業総務 報酬 ・職員人件費

費 給料 ・農業総務事務に要する経費

職員手当等 ・農業振興施策に要する経費

共済費

報償費

需用費

消耗品費

食糧費

委託料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 衛生費，農林水産業費

歳出 農林水産業費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

農業振興 △124,655 賃金 ・非常勤職員に要する経費

費 報償費 ・園芸振興事務に要する経費

旅費 ・鳥獣被害対策事業

需用費 ・植物防疫事業

消耗品費 ・新規就農促進事業

燃料費 ・多目的水田農業推進事業

食糧費 ・農業経営基盤強化促進事業

印刷製本費 ・多面的機能・環境保全向上

光熱水費   対策事業

修繕料 ・産業まつりに要する経費

役務費 ・ふるさと農園振興事業

委託料 ・地産地消推進事業

使用料及び ・（仮称）市民農場整備事業

賃借料 ・農地中間管理事業に要する

原材料費   経費

備品購入費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 農林水産業費

歳出 農林水産業費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

畜産業費 負担金、補 ・家畜防疫事業

助及び交付

金

農地費 △26,630 報償費 ・農地事務に要する経費

需用費 ・土地基盤整備事業

消耗品費

燃料費

光熱水費

負担金、補

助及び交付

金

林業費 △56

林業振興 △56 需用費 ・林業振興事務に要する経費

費 消耗品費

印刷製本費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 農林水産業費

歳出 農林水産業費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

商工費 △125,646

商工費 △125,646

商工総務 △5,676 給料 ・職員人件費

費 職員手当等

共済費

商工振興 △119,754 報酬 ・商工振興対策事業

費 報償費 ・経済活性化推進事業

旅費 ・中小企業資金融資事業

需用費 ・企業誘致推進事業

消耗品費 ・観光振興対策事業

光熱水費 ・人口１０万人記念（いんザ

修繕料   イ君グッズ作製に要する経

役務費   費）

委託料

使用料及び

賃借料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 農林水産業費

歳出 農林水産業費，商工費
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（単位 ： 千円）

節

工事請負費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

貸付金

消費者行 △216 報酬 ・消費者行政推進事務に要す

政推進費 報償費   る経費

旅費

需用費

消耗品費

役務費

負担金、補

助及び交付

金

土木費 △216,722

道路橋りょう △7,765

費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 農林水産業費，商工費

歳出 商工費，土木費
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（単位 ： 千円）

節

道路橋り △848 給料 ・職員人件費

ょう総務 職員手当等 ・道路橋りょう総務事務に要

費 共済費   する経費

旅費 ・道路管理に要する経費

需用費

消耗品費

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

公有財産購

入費

負担金、補

助及び交付

金

道路維持 需用費 ・道路維持修繕に要する経費

費 消耗品費 ・共同溝管理事業

燃料費 ・市道山田・平賀線舗装改良

光熱水費   事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 商工費，土木費

歳出 土木費

84



（単位 ： 千円）

節

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

原材料費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

道路新設 △93,022 給料 ・職員人件費

改良費 職員手当等 ・住宅市街地基盤整備事業

共済費 ・道路新設改良事業

旅費 ・千葉竜ヶ崎線バイパス（仮

需用費   称コスモス通り）道路整備

消耗品費   事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 土木費

歳出 土木費
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（単位 ： 千円）

節

食糧費 ・市道１８－０４５号線（小

修繕料   林駅南口駅前広場等）整備

役務費   事業

委託料 ・通学路交通安全対策事業

使用料及び

賃借料

工事請負費

公有財産購

入費

負担金、補

助及び交付

金

補償、補填

及び賠償金

橋りょう △4,579 委託料 ・橋りょう維持修繕に要する

維持費 工事請負費   経費

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 土木費

歳出 土木費
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（単位 ： 千円）

節

橋りょう 委託料 ・橋りょう架換事業

新設改良

費

河川費 △10,374

河川総務 △1,023 旅費 ・河川事務に要する経費

費 委託料 ・河川維持に要する経費

負担金、補

助及び交付

金

砂防費 △9,351 負担金、補 ・急傾斜地災害対策に要する

助及び交付   経費

金

都市計画費 △198,583

都市計画 △71,613 報酬 ・職員人件費

総務費 給料 ・都市計画総務事務に要する

職員手当等   経費

共済費 ・都市計画審議会運営に要す

報償費   る経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 土木費

歳出 土木費
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（単位 ： 千円）

節

旅費 ・建築確認等の事務に要する

需用費   経費

消耗品費 ・都市計画決定・変更に要す

食糧費   る経費

印刷製本費 ・都市計画ＧＩＳ整備事業

役務費 ・景観形成促進事業

委託料 ・住宅・建築物耐震改修促進

使用料及び   事業

賃借料 ・住生活基本計画推進事業

負担金、補 ・印西市被災者住宅再建資金

助及び交付   利子補給事業

金 ・都市計画事業基金積立金

積立金 ・開発許可等の事務に要する

  経費

・地籍調査事業に要する経費

街路事業 旅費 ・街路事業事務に要する経費

費 負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 土木費

歳出 土木費
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（単位 ： 千円）

節

公園費 △119,586 需用費 ・公園緑地維持管理事業

消耗品費 ・都市公園整備事業

燃料費 ・花いっぱい運動推進に要す

光熱水費   る経費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

負担金、補

助及び交付

金

下水道費 △16,617 繰出金 ・下水道事業特別会計繰出金

区画整理 報償費 ・印旛中央地区に要する経費

事業費 委託料

消防費

消防費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 土木費

歳出 土木費，消防費
89



（単位 ： 千円）

節

消防総務 給料 ・職員人件費

費 職員手当等 ・印西地区消防組合負担金

共済費

負担金、補

助及び交付

金

非常備消 報酬 ・消防委員会運営に要する経

防費 報償費   費

旅費 ・消防団長交際費

交際費 ・消防団運営活動に要する経

需用費   費

消耗品費 ・市操法大会に要する経費

燃料費

食糧費

修繕料

役務費

委託料

備品購入費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 土木費，消防費

歳出 消防費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

公課費

消防施設 △2,789 需用費 ・消防施設維持管理に要する

費 消耗品費   経費

光熱水費 ・防火水槽整備事業

修繕料 ・消防団配備車両整備事業

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

原材料費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

公課費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 消防費

歳出 消防費
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（単位 ： 千円）

節

水防費 負担金、補 ・水防関係事務に要する経費

助及び交付

金

災害対策 報酬 ・災害対策事務に要する経費

費 旅費 ・防災意識啓発事業

需用費 ・防災施設管理に要する経費

消耗品費 ・自主防災組織助成事業

燃料費 ・災害応急対策資機材整備事

食糧費   業

印刷製本費 ・災害用井戸整備事業

光熱水費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 消防費

歳出 消防費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補

助及び交付

金

教育費

教育総務費

教育委員 △257 報酬 ・教育委員に関する経費

会費 報償費 ・教育長交際費

旅費

交際費

需用費

消耗品費

食糧費

委託料

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

事務局費 給料 ・常勤特別職人件費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 消防費

歳出 消防費，教育費
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（単位 ： 千円）

節

職員手当等 ・職員人件費

共済費 ・事務局事務に要する経費

報償費 ・スクールバス運行に要する

旅費   経費

需用費 ・教育施設整備基金積立金

消耗品費 ・高等学校等入学支援事業

印刷製本費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

扶助費

積立金

教育研究 報酬 ・通学区域審議会に要する経

指導費 賃金   費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 消防費，教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

報償費 ・学齢簿管理に要する経費

旅費 ・校長・教頭研修支援事業

需用費 ・特別支援教育事業

消耗品費 ・進路対策事業

食糧費 ・国際理解教育推進事業

印刷製本費 ・部活動推進事業

役務費 ・小中学校芸術文化体験事業

委託料 ・小学校駅伝競走大会

負担金、補 ・学校適正配置審議会に要す

助及び交付   る経費

金 ・学校問題対策指導員に要す

  る経費

・学校適正配置に要する経費

・きめ細かな教育の充実事業

教育セン 賃金 ・教育に関する調査・研究・

ター費 報償費   開発事業

需用費 ・教育情報収集・活用事業

消耗品費 ・教職員研修事業

食糧費 ・自然科学体験学習事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

印刷製本費 ・教育相談事業

修繕料 ・適応指導教室事業

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

公課費

小学校費 △575,146

学校管理 △477,183 給料 ・小学校用務員人件費

費 職員手当等 ・非常勤職員に要する経費

共済費 ・小学校施設維持補修事業

賃金 ・小学校施設管理に要する経

報償費   費

需用費 ・小学校施設整備改修事業

消耗品費 ・小学校管理運営に要する経

燃料費   費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

食糧費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

教育振興 △96,568 報償費 ・教材整備に要する経費

費 需用費 ・特別支援教育就学奨励事業

消耗品費 ・就学援助事業

食糧費 ・学習指導の充実事業

印刷製本費 ・小学校修学旅行費補助事業

修繕料

役務費

委託料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

使用料及び

賃借料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

扶助費

学校建設 △1,395 公有財産購 ・設計委託費立替償還金

費 入費 ・施設整備費立替償還金

・屋外運動場整備費立替償還

  金

中学校費

学校管理 給料 ・中学校用務員人件費

費 職員手当等 ・非常勤職員に要する経費

共済費 ・中学校施設維持補修事業

賃金 ・中学校施設管理に要する経

報償費   費

需用費 ・中学校施設整備改修事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

消耗品費 ・中学校管理運営に要する経

燃料費   費

食糧費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

教育振興 △77,507 報償費 ・教材整備に要する経費

費 需用費 ・特別支援教育就学奨励事業

消耗品費 ・就学援助事業

食糧費 ・学習指導の充実事業

印刷製本費 ・職場体験事業

修繕料

役務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

委託料

使用料及び

賃借料

備品購入費

扶助費

学校建設 公有財産購 ・設計委託費立替償還金

費 入費 ・施設整備費立替償還金

・屋外運動場整備費立替償還

  金

幼稚園費

幼稚園費 給料 ・職員人件費

職員手当等 ・非常勤職員に要する経費

共済費 ・幼稚園管理運営に要する経

賃金   費

報償費 ・幼稚園施設管理に要する経

旅費   費

需用費 ・就園奨励事業

消耗品費 ・施設整備費立替償還金

燃料費 ・私立幼稚園施設型給付事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

食糧費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

賄材料費

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

公有財産購

入費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

公課費

社会教育費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

社会教育 報酬 ・職員人件費

総務費 給料 ・社会教育委員会議運営に要

職員手当等   する経費

共済費 ・社会教育総務事務に要する

報償費   経費

需用費 ・生涯学習推進事業

消耗品費

食糧費

印刷製本費

委託料

使用料及び

賃借料

負担金、補

助及び交付

金

青少年対 報酬 ・青少年問題協議会運営に要

策費 報償費   する経費

需用費 ・青少年相談員運営に要する

消耗品費   経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

食糧費 ・青少年対策事業活動費

印刷製本費 ・家庭教育学級事業

役務費 ・成人式開催に要する経費

委託料 ・放課後子ども教室に要する

使用料及び   経費

賃借料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

文化振興 △12,877 報酬 ・文化財審議会運営に要する

費 報償費   経費

旅費 ・文化財保護調査事業

需用費 ・文化振興活動に要する経費

消耗品費 ・資料整理保管に要する経費

燃料費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

原材料費

負担金、補

助及び交付

金

公民館費 報酬 ・職員人件費

給料 ・公民館運営審議会運営費

職員手当等 ・中央公民館運営事務に要す

共済費   る経費

報償費 ・中央公民館事業活動費

旅費 ・中央公民館施設管理に要す

需用費   る経費

消耗品費 ・小林公民館運営事務に要す

燃料費   る経費

食糧費 ・小林公民館事業活動費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

光熱水費 ・小林公民館施設管理に要す

修繕料   る経費

役務費 ・そうふけ公民館運営事務に

委託料   要する経費

使用料及び ・そうふけ公民館事業活動費

賃借料 ・そうふけ公民館施設管理に

工事請負費   要する経費

公有財産購 ・印旛公民館運営事務に要す

入費   る経費

備品購入費 ・印旛公民館事業活動費

負担金、補 ・印旛公民館施設管理に要す

助及び交付   る経費

金 ・本埜公民館運営事務に要す

公課費   る経費

・本埜公民館事業活動費

・本埜公民館施設管理に要す

  る経費

・中央駅前地域交流館施設管

  理に要する経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

・中央駅前地域交流館運営事

  務に要する経費

・中央駅前地域交流館事業活

  動費

・ふれあい文化館立替償還金

図書館費 報酬 ・職員人件費

給料 ・非常勤職員に要する経費

職員手当等 ・図書館協議会運営に要する

共済費   経費

賃金 ・図書館運営事務に要する経

報償費   費

旅費 ・図書館施設管理に要する経

需用費   費

消耗品費 ・図書資料の整備に要する経

印刷製本費   費

光熱水費 ・小倉台図書館立替償還金

修繕料

役務費

委託料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

使用料及び

賃借料

工事請負費

公有財産購

入費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

公課費

文化ホー 報酬 ・職員人件費

ル費 給料 ・非常勤職員に要する経費

職員手当等 ・文化ホール運営会議に要す

共済費   る経費

賃金 ・文化ホール運営事務に要す

旅費   る経費

需用費 ・文化ホール施設管理に要す

消耗品費   る経費

燃料費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

光熱水費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

償還金、利

子及び割引

料

資料館費 報酬 ・非常勤職員に要する経費

賃金 ・歴史民俗資料館運営委員会

報償費   に要する経費

旅費 ・資料館施設管理に要する経

需用費   費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

消耗品費 ・資料館事業活動費

燃料費 ・資料館運営事務に要する経

印刷製本費   費

光熱水費 ・歴史資料センター施設管理

修繕料   に要する経費

役務費 ・歴史資料センター事業活動

委託料   費

使用料及び ・歴史資料センター運営事務

賃借料   に要する経費

備品購入費 ・市史編さん委員会運営に要

負担金、補   する経費

助及び交付 ・市史刊行事業

金

公課費

保健体育費

保健体育 報酬 ・職員人件費

総務費 給料 ・学校保健事業

職員手当等 ・学校安全事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

共済費 ・日本スポーツ振興センター

賃金   事業

報償費

旅費

需用費

消耗品費

印刷製本費

委託料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

体育振興 報酬 ・学校体育施設開放事業

費 賃金 ・学校プール開放事業

報償費 ・社会体育施設維持管理に要

旅費   する経費

需用費 ・スポーツ指導者育成に要す

消耗品費   る経費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

燃料費 ・印旛郡市民体育大会に要す

食糧費   る経費

印刷製本費 ・各種スポーツ・レクリエー

光熱水費   ション大会に要する経費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

公課費

学校給食 報酬 ・職員人件費

費 給料 ・学校給食事務費

職員手当等 ・高花給食センター事業

共済費 ・牧の原給食センター事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費
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（単位 ： 千円）

節

旅費 ・印旛学校給食センター事業

需用費 ・本埜学校給食センター事業

消耗品費 ・学校給食センター整備事業

燃料費 ・中央学校給食センター事業

印刷製本費 ・給食センター立替償還金

光熱水費

修繕料

賄材料費

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

工事請負費

公有財産購

入費

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 教育費

歳出 教育費

112



（単位 ： 千円）

節

公課費

災害復旧費

公共土木施設

災害復旧費

道路橋り 工事請負費 ・道路橋りょう災害復旧事業

ょう災害

復旧費

公債費 △212,166

公債費 △212,166

元金 △164,361 償還金、利 ・公債費元金

子及び割引

料

利子 △47,805 償還金、利 ・公債費利子

子及び割引

料

諸支出金

普通財産取得

費

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
区 分 金 額一 般 財 源

歳出 教育費

歳出 教育費，災害復旧費，公債費，諸支出金
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（単位 ： 千円）

節

土地取得 公有財産購 ・都市再生機構事務所用地取

費 入費   得事業

予備費

予備費

予備費 予備費 ・予備費

比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

歳 出 合 計

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度

歳出 教育費，災害復旧費，公債費，諸支出金

歳出 諸支出金，予備費
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　　　　給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書

職　員　数 報　　　酬 給　　　料 期末手当 　  （千円） 地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

(人） （千円） （千円） 年間支給率  （月数） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10,881

3.85
37,589

3.95
その他の
特別職

1,662 122,736 122,736 122,736

計 1,686 217,906 26,916 48,470 1,346 101 294,739 40,751 335,490

10,881
3.85

37,589
3.95

その他の
特別職

1,566 118,382 118,382 118,382

計 1,590 213,552 26,916 48,470 1,346 269 290,553 42,036 332,589

その他の
特別職

96 4,354 4,354 4,354

計 96 4,354 △ 168 4,186 △ 1,285 2,901

（一般会計）

4,847

35,904

44,145

１　　特　別　職

区　　　分

本年度
議　　　員

備　考

給　　　　　与　　　　　費
共　済　費 合　　　計

10126,916

168,663

1,346

21 95,170

3

前年度

長　　　等 44,091

4,733

132,759

39,244

長　　　等

議　　　員 21 95,170

3 26,916

132,759 37,303

39,4122691,346

長　　　等 △ 168 △ 168

議　　　員

170,062

△ 1,399 △ 1,399

△ 54114

比　　較
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　（1）　総　　　括

報　酬　（千円） 給　料　（千円） 職員手当　（千円） 計　（千円）

（226）

（230）

（△4）

※（　　）は短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 管理職手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　　較 △ 2,488

住居手当 児童手当 宿日直手当 特殊勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　　較 △ 975

２　　一　般　職

区　　　分 共済費　（千円） 合計　（千円）

職員手当の
内　　　　訳

前年度

比　　較

区　　分

備　考職員数（人）
給　　　　　与　　　　　費

区　　分

本年度
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区　　　　分 増減額　（千円） 備　　　考

　給与改定に伴う

給　　　　料 　増減分

　昇給に伴う 平均昇給率
　増加分 （昇給月） （職員数）

4月 627人

　その他の増減分

△ 15,392 （職員数） （その他） （計）

本年度 651人 6人     657人

前年度 647人 2人     649人

増　減　         4人 4人        8人

　扶養手当 ・配偶者6.5(10)千円/月、子10(8)千円/月等

職員手当 　地域手当 ・率10.2(10)％、給料等を基礎とするはね返り分

　期末手当 ・給料、扶養手当及び地域手当を基礎とするはね返り分

　勤勉手当 ・年間支給率　8級以外1.8（1.7）月、8級 2.2（2.1）月

　

※（　）内は前年度数値

　その他の増減分 　扶養手当 △ 606 　住居手当

　地域手当 　児童手当 △ 975

　管理職手当 △ 2,488

　通勤手当

　期末手当

　勤勉手当

　時間外手当

　制度改正に伴う
  増減分

職員の異動状況

昇給期別職員数

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　理　由　別　内　訳    （千円） 説　　　　　　　　　　　　　　明
（千円）
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行政職（一） 行政職（二） 医療職（一） 医療職（二）

336,044 278,339 294,830 307,975

418,150 315,807 355,856 369,711

43.75 54.44 42.23 41.29

338,451 276,495 281,208 317,648

424,510 312,633 345,582 379,858

43.84 54.08 41.23 42.84

（単位：円）

行政職（一） 行政職（二） 医療職（二） 医療職（三）

高校卒 151,500 149,200 147,100 144,500

大学卒 185,800 187,800 220,500 179,200 185,400 209,200

平均給与月額　　　（円）

平　均　年　令　　　（歳）

　　イ　初　　任　　給

区　　　分 行政職（一） 行政職（二） 医療職（一） 医療職（二）
国　　　の　　　制　　　度

平成２９年１月１日現在

（3）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　分

平成３０年１月１日現在

平均給料月額　　　（円）

平均給与月額　　　（円）

平　均　年　令　　　（歳）

平均給料月額　　　（円）
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級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
33 5.64 0.00 1 8.33 0.00

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
79 13.50 3 16.67 5 41.67 14 51.85

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
49 8.38 15 83.33 5 41.67 7 25.93

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
129 22.05 1 8.33 6 22.22

(　　　　） (　　　　）
160 27.35

(　　　　） (　　　　）
52 8.89

(　　　　） (　　　　）
62 10.60

(　　　　） (　　　　）
21 3.59

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
585 100.00 計 18 100.00 計 12 100.00 計 27 100.00

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
26 4.49 0.00 1 8.33 0.00

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
73 12.61 5 25.00 5 41.67 11 42.31

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
53 9.15 15 75.00 5 41.67 9 34.61

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
145 25.04 1 8.33 6 23.08

(　　　　） (　　　　）
145 25.04

(　　　　） (　　　　）
50 8.64

(　　　　） (　　　　）
66 11.40

(　　　　） (　　　　）
21 3.63

(　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　） (　　　　）
579 100.00 計 20 100.00 計 12 100.00 計 26 100.00

７　級

１　級

２　級 ２　級 ２　級

３　級 ３　級

２　級

３　級

４　級

計

平成29年１月１日現在

３　級 ３　級

４　級 ４　級 ４　級

１　級

平成30年１月１日現在

１　級 １　級

計

医療職（二）

２　級

３　級

１　級

２　級

３　級

１　級

２　級

５　級

７　級

１　級

３　級

４　級

６　級

１　級

２　級

　ウ　　級　別　職　員　数

区　　分
行政職（一） 行政職（二） 医療職（一）

８　級

５　級

６　級

４　級

８　級
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区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

技術作業員 技術作業員 主任技術作業員

図書作業員 図書作業員 主任図書作業員

用　務　員 用　務　員 主 任 用 務 員

栄　養　士 栄　養　士 主 任 栄 養 士 主 任 栄 養 士

理学療法士 理学療法士 主任理学療法士 主任理学療法士

言語聴覚士 言語聴覚士 主任言語聴覚士 主任言語聴覚士

歯科衛生士 歯科衛生士 主任歯科衛生士 主任歯科衛生士

保　健　師 主 任 保 健 師 主 任 保 健 師

看　護　師 主 任 看 護 師 主 任 看 護 師

（級別の標準的な職務内容）

行政職（一） 主　　査
係　長

副主幹

課長補佐

主　幹

主　事

技　師

主任主事

主任技師

課　長

副参事

部　長

参　事

医療職（二） 准　看　護　師

行政職（二）

医療職（一）

主査補

120



行政職（一） 行政職（二） 医療職（一） 医療職（二）

職員数 （Ａ）(人） 657 600 16 14 27

昇給に係る職員数 （Ｂ）(人） 627 572 16 12 27

１号給(人) 82 72 10

２号給(人)

３号給(人) 28 28

４号給(人) 517 472 6 12 27

６号給(人)

８号給(人)

比　率　（Ｂ）/（Ａ） （％） 95 95 100 86 100

職員数 （Ａ）(人） 649 591 18 12 28

昇給に係る職員数 （Ｂ）(人） 620 565 18 12 25

１号給(人) 78 66 12

２号給(人)

３号給(人) 30 30

４号給(人) 512 469 6 12 25

６号給(人)

８号給(人)

比　率　（Ｂ）/（Ａ） （％） 96 96 100 100 89

代　　表　　的　　な　　職　　種

　エ　　昇　給

区　　分 合　　計

本
　
　
　
年
　
　
　
度

号給数別内訳

前
　
　
　
年
　
　
　
度

号給数別内訳
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６月（月分） 12月（月分）

（1.075） （1.225） （2.30）
2.125 2.275 4.40
（1.05） （1.20） （2.25）
2.075 2.225 4.30

（1.075） （1.225） （2.30）
2.125 2.275 4.40

※（　　）内は再任用職員に係る支給率

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職等特例措置

　　２％～４５％加算

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置
（支給率等）

　　２％～４５％加算 ※定年前１年のみ２%

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　分 その他の加算措置等 備　　考

　キ　　地　域　手　当

国の指定基準に基づく支給率（％） 16

全　　　域

10.2

657

支　給　対　象　地　域

支　　給　　率　　　（％）

支給対象職員数　　（人）

備　　考

前　年　度

有

有

国の制度

　オ　　期　末　手　当　・　勤　勉　手　当

区　　　　分
職務上の段階、職務の
級等による加算措置

本　年　度

支　給　期　別　支　給　率
支給率計　（月分）

有
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行政職（一） 行政職（二） 医療職（一） 医療職（二）

給料総額に対する比率 （％） 0.01 0.02 0.01

支給対象職員の比率 （％） 12.18 10.33 66.67

交通機関利用者 国　　５５，０００円まで全額支給

　　　　　　　　　　　　 市　　全額支給

同　　じ

住　居　手　当 同　　じ

通　勤　手　当 異なる

扶　養　手　当

　ケ　　そ　の　他　の　手　当

国の制度との異同 差　異　の　内　容

　ク　　特　殊　勤　務　手　当

全　　職　　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

区　　　　　分

税務手当　　ごみ処理手当　　感染症処理手当　　行旅病人及び行旅等死亡人取扱手当代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　分
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国   県
支出金

地方債 その他

平成 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

民生費 28年度

29年度

30年度

計

平成

教育費 29年度

30年度

計

款

継 続 費 に つ い て の 前 々 年 度 末 ま で の 支 出 額 、 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額
の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書

年度
事業名項

全　　　体　　　計　　　画 継続費の
総額に対
する進捗
率

翌年度以降
支出予定額

特　定　財　源

前々年度
末までの
支出額

年割額

左　の　財　源　内　訳

当該年度
末までの
支出予定
額一般財源

前年度末
までの支
出（見込）
額

当該年度
支出予定
額

保健体
育費

学校給食
センター整
備事業

（仮称）障
がい者サ
ポートセン
ター整備事
業

社会福
祉費
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他

原山小学校施設取得事業 自　昭和 年度

（校舎、屋内運動場、プール） 至　平成 年度

自　昭和 年度

至　平成 年度

木刈小学校（増築）施設取得事業 自　昭和 年度

（校舎） 至　平成 年度

自　昭和 年度

至　平成 年度

自　昭和 年度

至　平成 年度

原山中学校設計委託費 自　昭和 年度

（校舎、屋内運動場、プール） 至　平成 年度

原山中学校施設取得事業 自　平成 元 年度

（校舎、屋内運動場、プール） 至　平成 年度

自　平成 元 年度

至　平成 年度

年度

原山中学校屋外運動場整備事業

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成

　平成 年度

原山小学校屋外運動場整備事業

平成 年度

　平成 年度

平成 年度

　平成

平成 年度

年度

　平成 年度

平成 年度

原山小学校用地取得事業

平成 年度

　平成 年度

平成 年度

一般財源
期間 期間

支出予定額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　由 限度額
前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳

特定財源支出（見込）額

　平成 年度

高花保育所設計委託費
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

自　平成 元 年度

至　平成 年度

自　平成 元 年度

至　平成 年度

自　平成 元 年度

至　平成 年度

木刈中学校（増築）設計委託費 自　平成 元 年度

（校舎） 至　平成 年度

小倉台小学校設計委託費 自　平成 元 年度

（校舎、屋内運動場、プール） 至　平成 年度

高花小学校設計委託費 自　平成 元 年度

（校舎、屋内運動場、プール） 至　平成 年度

小倉台小学校施設取得事業 自　平成 年度

（校舎、屋内運動場、プール、屋外環境施設等） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

高花小学校施設取得事業 自　平成 年度

（校舎、屋内運動場、プール、屋外環境施設等） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

木刈中学校（増築）施設取得事業 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

年度平成

年度平成

平成 年度

平成 年度

高花保育所施設取得事業

平成 年度

高花保育所用地取得事業

平成 年度

平成 年度

平成

原山中学校用地取得事業

平成 年度

年度

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

原山中学校（増築）設計委託費 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

原山中学校（増築）施設取得事業 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

西の原小学校設計委託費 自　平成 年度

（校舎、屋内運動場、プール） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

西の原中学校設計委託費 自　平成 年度

（校舎、屋内運動場、プール、柔剣道場） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

年度

西の原小学校用地取得事業

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

高花小学校屋外運動場整備事業

平成 年度

高花小学校用地取得事業

平成 年度

小倉台小学校用地取得事業

平成

小倉台小学校屋外運動場整備事業

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

西の原小学校施設取得事業 自　平成 年度

（校舎、屋内運動場、プール、屋外環境施設等） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

西の原中学校施設取得事業 自　平成 年度
（校舎、屋内運動場、プール、柔剣道場、屋外環境施設等） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

原小学校設計委託費 自　平成 年度

（校舎、屋内運動場、プール） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

小倉台小学校（増築）設計委託費 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

平成 年度

牧の原給食センター設計委託費

平成 年度

西の原保育所用地取得事業

平成 年度

西の原保育所施設取得事業

平成 年度

平成 年度

平成 年度

西の原保育所設計委託費

平成 年度

西の原中学校用地取得事業

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

高花小学校（増築）設計委託費 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

小倉台小学校（増築）施設整備委託 自　平成 年度

費（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

高花小学校（増築）施設整備委託費 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

原小学校施設取得事業 自　平成 年度

（屋外運動場等） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

年度

草深ふれあい文化館用地取得事業

平成 年度

平成 年度

牧の原給食センター用地取得事業

平成 年度

牧の原給食センター施設整備事業

平成 年度

原小学校施設整備委託費

平成 年度

原小学校用地取得事業

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

草深ふれあい文化館施設設計委託 自　平成 年度

費 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

西の原小学校増築工事施設整備委 自　平成 年度

託費 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

西の原中学校（増築）設計委託費 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

西の原中学校（増築）施設取得事業 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

もとの保育所用地取得事業

平成 年度

もとの保育所設計委託費

平成 年度

平成 年度

平成 年度

草深ふれあい文化館施設整備事業

平成 年度

小倉台図書館施設設計委託費

平成 年度

西の原小学校増築工事設計委託費

平成 年度

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

ふれあいセンターいんば施設取得 自　平成 年度

事業 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

いには野小学校施設取得事業 自　平成 年度

（校舎、屋内運動場、プール、屋外環境施設等） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

印旛中学校施設取得事業 自　平成 年度

（校舎） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

印旛中学校用地取得事業

平成 年度

印旛中学校設計委託費

平成 年度

平成 年度

いには野小学校用地取得事業

平成 年度

いには野小学校設計委託費

平成 年度

平成 年度

ふれあいセンターいんば設計委託費

平成 年度

もとの保育所施設取得事業

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

滝野小学校施設取得事業 自　平成 年度

（校舎、屋外運動場、屋外環境緑化施設） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

滝野中学校施設取得事業 自　平成 年度

（校舎、屋外運動場、屋外環境緑化施設） 至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

年度

年度

平成

平成

印旛沼開発緊急改築事業

瀬戸幼稚園施設取得事業

印旛給食センター用地取得事業

平成 年度

平成 年度

滝野中学校用地取得事業

平成 年度

滝野中学校設計委託費

平成 年度

平成 年度

滝野小学校用地取得事業

平成 年度

滝野小学校設計委託費

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

中央駅北コミュニティセンター管理
運営委託

平成 年度

中央駅南コミュニティセンター管理
運営委託

平成 年度

第３期ちば電子申請システムサービ
ス利用

平成 年度

県営かんがい排水事業（埜原地区）
負担金

平成 年度

土地改良施設維持管理適正化事業
（飛里橋落し）

平成 年度

市民活動支援センター管理運営委
託

平成 年度

印西市被災者住宅再建資金利子補
給補助金（平成２５年度）

平成 年度

印西市被災者住宅再建資金利子補
給補助金（平成２６年度）

平成 年度

国営印旛沼二期土地改良事業

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

年度

高齢者就労支援センター管理運営
委託

平成 年度

平成 年度

福祉作業所コスモス管理運営委託

平成 年度

平成 年度

障害児放課後対策事業所管理運営
委託

平成 年度

印旛医科器械歴史資料館管理運営
業務委託

平成 年度

平成

印西市外国語指導助手派遣業務委
託

平成 年度

六合学童クラブ管理運営委託

平成 年度

木下学童クラブ管理運営委託

平成 年度

　平成 年度

船穂コミュニティセンター管理運営
委託

平成 年度

永治コミュニティセンター管理運営
委託

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度 自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

　平成

平成 年度

年度

小林学童クラブ管理運営委託

平成

第３次印西市男女共同参画プラン
策定業務委託

平成 年度

印西市ファミリーサポートセンター事
業業務委託

平成 年度

小林第２学童クラブ管理運営委託

平成 年度

小林子育て支援センター管理運営
委託

平成 年度

平成 年度

年度

平成 年度

子どもふれあいセンター管理運営委
託

平成 年度

中央老人福祉センター及び印西地
域福祉センター管理運営委託

平成 年度

千葉県自治体情報セキュリティクラウ
ド運営業務委託

そうふけつどいの広場業務委託

平成 年度

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

第３期ちば電子調達システム使用料

平成 年度

印西市公共施設適正配置アクション
プラン等策定支援業務委託

平成 年度

平成 年度

印西市中学生海外派遣研修業務委
託

平成 年度

第２次健康いんざい２１改定版策定
業務委託

平成 年度

牧の原学童クラブ管理運営委託

平成 年度

ふるさと寄附金クレジットカード納付
システム事業

平成 年度

ふるさと寄附金ポータルサイト使用
料

平成 年度

印西市学校給食調理等業務委託

平成 年度

印西市地籍調査事業実施計画策定
業務委託

平成 年度

　平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

印西市議会議員選挙に伴う選挙シ
ステム運用支援業務委託

平成 年度

千葉県議会議員選挙に伴う投票所
警備及び鍵開閉等業務委託

平成 年度

千葉県議会議員選挙に伴う投開票
所備品賃貸借料

平成 年度

千葉県議会議員選挙に伴う当日投
票管理システム運用支援業務委託

平成 年度

平成 年度

千葉県議会議員選挙に伴う期日前
投票システム運用支援業務委託

平成 年度

平成 年度

千葉県議会議員選挙に伴う選挙シ
ステム運用支援業務委託

平成 年度

平成 年度

印西市固定資産税路線価等評価業
務委託

平成 年度

千葉県議会議員選挙及び印西市議
会議員選挙に伴う投票事務等労働
者派遣契約

平成 年度

平成 年度

千葉県議会議員選挙及び印西市議
会議員選挙に伴うポスター掲示場設
置撤去業務委託

平成 年度

平成 年度
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他
一般財源

期間 期間
支出予定額事　　　　　由 限度額

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
特定財源支出（見込）額

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

自　平成 年度

至　平成 年度

平成 年度

債務負担行為未払残高集計表

増減率（％）

△ 15.2

△ 17.1

△ 16.0

印西市議会議員選挙に伴う当日投
票管理システム運用支援業務委託

平成 年度

平成 年度

印西市議会議員選挙に伴う期日前
投票システム運用支援業務委託

平成 年度

平成 年度

平成 年度

印西市議会議員選挙に伴う投開票
所備品賃貸借料

平成 年度

平成 年度

第２期印西市子ども・子育て支援事
業計画策定業務委託

平成 年度

印西市空家等対策計画策定支援業
務委託

平成 年度

平成 年度

平成29年度末見込額　　（千円） 平成30年度末見込額　　（千円）

新住宅市街地開発事業区域分

そ　　の　　他　　区　　域　　分

合　　　　　　　　　計

国営造成施設管理体制整備促進事
業負担金

平成 年度
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当該年度中 当該年度中

起債見込額 元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

（１） 　総　　　　　　務

（２） 　民　　　　　　生

（３） 　衛　　　　　　生

（４） 　土　　　　　　木

（５） 　消　　　　　　防

（６） 　教　　　　　　育

地方債現在高集計表

前年度末現在高
見込額（千円）

当該年度末現在高
見込額（千円）

増　減　率
（％）

△ 21.7

△ 2.6

△ 5.6合　　　　　　　計

区　　　　分

　　普　　通　　債

合　　　　計

新住宅市街地開発事業区域分

そ　　　の　　　他

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度中増減見込
当該年度末

現在高見込額
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印 西 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算
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議 案 第 １ ９ 号

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 の 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 は 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ８ ， ５ ２ ２ ， ９ ５ ７ 千 円 と 定 め る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 」 に

よ る 。

（ 歳 出 予 算 の 流 用 ）

第 ２ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費 の 金 額

を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

保 険 給 付 費 の 各 項 に 計 上 さ れ た 予 算 額 に 過 不 足 を 生 じ た 場 合 に お け る 同 一 款 内 で の

各 項 の 間 の 流 用

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 １ ９ 日 提 出

印 西 市 長 板 倉 正 直
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第１表　歳入歳出予算

     歳  入 (単位：千円)

款 項

国民健康保険税

国民健康保険税

使用料及び手数料

手数料

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

療養給付費等交付金

療養給付費等交付金

県支出金

県補助金

財政安定化基金交付金

県負担金

県補助金

繰入金

他会計繰入金

繰越金

繰越金

金 額
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(単位：千円)

款 項

諸収入

延滞金、加算金及び過料

市預金利子

雑入

財産収入

財産運用収入

前期高齢者交付金

前期高齢者交付金

共同事業交付金

共同事業交付金

金 額

歳 入 合 計
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     歳  出 (単位：千円)

款 項

総務費

総務管理費

徴税費

運営協議会費

国保団体連合会負担金

保険給付費

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児諸費

葬祭諸費

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分

後期高齢者支援金等分

介護納付金分

共同事業拠出金

共同事業拠出金

保健事業費

金 額
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(単位：千円)

款 項

保健事業費

特定健康診査等事業費

諸支出金

償還金及び還付加算金

延滞金

繰出金

予備費

予備費

基金積立金

基金積立金

後期高齢者支援金等

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

前期高齢者納付金等

老人保健拠出金

老人保健拠出金

介護納付金

介護納付金

金 額
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(単位：千円)

款 項 金 額

歳 出 合 計
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印西市国民健康保険特別会計予算に関する説明書
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１．総括

( 歳　入 ) (単位：千円)

款

国民健康保険税 △77,087

使用料及び手数料

国庫支出金 △1,808,487

療養給付費等交付金 △221,648

県支出金

繰入金 △190,943

繰越金 △932

諸収入

財産収入 △29

前期高齢者交付金 △2,123,478

共同事業交付金 △2,158,157

△1,187,630

歳入歳出予算事項別明細書

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 本 年 度 予 算 構 成 比 ％

歳 入 合 計
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( 歳　出 ) (単位：千円)

款

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金 △2,158,158

保健事業費

諸支出金

予備費

基金積立金 △29

後期高齢者支援金等 △1,216,092

前期高齢者納付金等 △1,447

老人保健拠出金 △36

介護納付金 △487,952

△1,187,630歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較

本年度予算額の財源内訳

本年度予算
構成比(％)

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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２．歳　入

（単位 ： 千円）

節

国民健康保険税 △ 77,087

国民健康保険税 △ 77,087

一般被保険者国民 △ 28,062 医療給付費分現年 ・一般被保険者（医療・現年分（普徴））

健康保険税 課税分 ・一般被保険者（医療・現年分（特徴））

後期高齢者支援金 ・一般被保険者（支援金・現年分（普徴））

分現年課税分 ・一般被保険者（支援金・現年分（特徴））

介護納付金分現年 ・第２号被保険者（介護・現年分）

課税分

医療給付費分滞納 ・一般被保険者（医療・滞納分）

繰越分

後期高齢者支援金 ・一般被保険者（支援金・滞納分）

分滞納繰越分

介護納付金分滞納 ・第２号被保険者（介護・滞納分）

繰越分

退職被保険者等国 △ 49,025 医療給付費分現年 ・退職被保険者（退職医療・現年分）

民健康保険税 課税分

後期高齢者支援金 ・退職被保険者（退職支援金・現年分）

分現年課税分

比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度 前 年 度

歳入 国民健康保険税
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（単位 ： 千円）

節

介護納付金分現年 ・第２号被保険者（退職介護・現年分）

課税分

医療給付費分滞納 ・退職被保険者（退職医療・滞納分）

繰越分

後期高齢者支援金 ・退職被保険者等（退職支援金・滞納分）

分滞納繰越分

介護納付金分滞納 ・第２号被保険者（退職介護・滞納分）

繰越分

使用料及び手数料

手数料

総務手数料 総務手数料 ・総務手数料

国庫支出金 △ 1,808,487

国庫負担金 △ 1,578,082

療養給付費等負担 △ 1,499,235 過年度分 ・療養給付費等負担金（過年度分）

金

高額医療費共同事 △ 70,868

業負担金

特定健康診査等負 △ 7,979

担金

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 国民健康保険税

歳入 国民健康保険税，使用料及び手数料，国庫支出金
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（単位 ： 千円）

節

国庫補助金 △ 230,405

財政調整交付金 △ 227,542

国民健康保険制度 △ 2,863

関係業務準備事業

費補助金

療養給付費等交付金 △ 221,648

療養給付費等交付金 △ 221,648

療養給付費等交付 △ 221,648 過年度分 ・療養給付費等交付金（過年度分）

金

県支出金

県補助金

保険給付費等交付 保険給付費等交付 ・保険給付費等交付金（普通交付金）

金 金（普通交付金）

保険給付費等交付 ・保険者努力支援分

金（特別交付金） ・特別調整交付金分

・県繰入金（２号分）

・特定健康診査等負担金

財政安定化基金交付金

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明款　　　項　　　目
区 分 金 額

歳入 国民健康保険税，使用料及び手数料，国庫支出金

歳入 国庫支出金，療養給付費等交付金，県支出金
155



（単位 ： 千円）

節

財政安定化基金交 財政安定化基金交 ・財政安定化基金交付金

付金 付金

県負担金 △ 78,847

高額医療費共同事 △ 70,868

業負担金

特定健康診査等負 △ 7,979

担金

県補助金 △ 392,353

調整交付金 △ 392,353

繰入金 △ 190,943

他会計繰入金 △ 190,943

一般会計繰入金 △ 190,943 保険基盤安定繰入 ・保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

金（保険税軽減分

）

保険基盤安定繰入 ・保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

金（保険者支援分

）

職員給与費等繰入 ・職員給与費等繰入金

金

金 額
説 明本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目

区 分

歳入 国庫支出金，療養給付費等交付金，県支出金

歳入 県支出金，繰入金
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（単位 ： 千円）

節

出産育児一時金等 ・出産育児一時金等繰入金

繰入金

財政安定化支援事 ・財政安定化支援事業繰入金

業繰入金

繰越金 △ 932

繰越金 △ 932

療養給付費等交付 療養給付費等交付 ・療養給付費等交付金繰越金

金繰越金 金繰越金

その他繰越金 △ 932 その他繰越金 ・その他繰越金

諸収入

延滞金、加算金及び過

料

一般被保険者延滞 一般被保険者延滞 ・一般被保険者延滞金

金 金

退職被保険者等延 退職被保険者等延 ・退職被保険者等延滞金

滞金 滞金

一般被保険者加算 一般被保険者加算 ・一般被保険者加算金

金 金

比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度 前 年 度

歳入 県支出金，繰入金

歳入 繰入金，繰越金，諸収入
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（単位 ： 千円）

節

退職被保険者等加 退職被保険者等加 ・退職被保険者等加算金

算金 算金

市預金利子

市預金利子 預金利子 ・預金利子

雑入

一般被保険者第三 一般被保険者第三 ・一般被保険者第三者納付金

者納付金 者納付金

退職被保険者等第 退職被保険者等第 ・退職被保険者等第三者納付金

三者納付金 三者納付金

一般被保険者返納 一般被保険者返納 ・一般被保険者返納金

金 金

一般被保険者返納 ・一般被保険者返納金過年度分

金過年度分

退職被保険者等返 退職被保険者等返 ・退職被保険者等返納金

納金 納金

退職被保険者等返 ・退職被保険者等返納金過年度分

納金過年度分

雑入 雑入 ・雑入

財産収入 △ 29

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 繰入金，繰越金，諸収入

歳入 諸収入，財産収入
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（単位 ： 千円）

節

財産運用収入 △ 29

利子及び配当金 △ 29

前期高齢者交付金 △ 2,123,478

前期高齢者交付金 △ 2,123,478

前期高齢者交付金 △ 2,123,478

共同事業交付金 △ 2,158,157

共同事業交付金 △ 2,158,157

高額医療費共同事 △ 283,475

業交付金

保険財政共同安定 △ 1,874,682

化事業交付金

△ 1,187,630

説 明

歳 入 合 計

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

歳入 諸収入，財産収入

歳入 財産収入，前期高齢者交付金，共同事業交付金
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３．歳　出

（単位 ： 千円）

節

総務費

総務管理費

一般管理 賃金 ・非常勤職員に要する経費

費 旅費 ・一般管理事務に要する経費

需用費 ・給付事務に要する経費

消耗品費 ・国保事務電算処理に要する

印刷製本費   経費

役務費 ・求償事務委託に要する経費

委託料

徴税費 △1,438

賦課徴収 △1,438 旅費 ・賦課徴収に要する経費

費 需用費

消耗品費

燃料費

印刷製本費

修繕料

役務費

委託料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

使用料及び

賃借料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

運営協議会費 △75

運営協議 △75 旅費 ・国保運営協議会事務に要す

会費 需用費   る経費

消耗品費

委託料

国保団体連合

会負担金

国保団体 負担金、補 ・国保団体連合会負担金

連合会負 助及び交付

担金 金

保険給付費

療養諸費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費，保険給付費
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（単位 ： 千円）

節

一般被保 負担金、補 ・一般被保険者療養給付費

険者療養 助及び交付

給付費 金

退職被保 負担金、補 ・退職被保険者等療養給付費

険者等療 助及び交付

養給付費 金

一般被保 △8,411 負担金、補 ・一般被保険者療養費

険者療養 助及び交付

費 金

退職被保 △741 負担金、補 ・退職被保険者等療養費

険者等療 助及び交付

養費 金

審査支払 役務費 ・審査支払に要する経費

手数料

高額療養費

一般被保 負担金、補 ・一般被保険者高額療養費

険者高額 助及び交付

療養費 金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費，保険給付費

歳出 保険給付費
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（単位 ： 千円）

節

退職被保 負担金、補 ・退職被保険者等高額療養費

険者等高 助及び交付

額療養費 金

一般被保 負担金、補 ・一般被保険者高額介護合算

険者高額 助及び交付   療養費

介護合算 金

療養費

退職被保 負担金、補 ・退職被保険者等高額介護合

険者等高 助及び交付   算療養費

額介護合 金

算療養費

移送費

一般被保 負担金、補 ・一般被保険者移送費

険者移送 助及び交付

費 金

退職被保 負担金、補 ・退職被保険者等移送費

険者等移 助及び交付

送費 金

出産育児諸費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 保険給付費

歳出 保険給付費
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（単位 ： 千円）

節

出産育児 役務費 ・出産育児一時金

一時金 負担金、補

助及び交付

金

葬祭諸費

葬祭費 負担金、補 ・葬祭費

助及び交付

金

国民健康保険事

業費納付金

医療給付費分

一般被保 負担金、補 ・一般被保険者医療給付費

険者医療 助及び交付

給付費分 金

退職被保 負担金、補 ・退職被保険者等医療給付費

険者等医 助及び交付

療給付費 金

分

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 保険給付費

歳出 保険給付費，国民健康保険事業費納付金
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（単位 ： 千円）

節

後期高齢者支

援金等分

一般被保 負担金、補 ・一般被保険者後期高齢者支

険者後期 助及び交付   援金等

高齢者支 金

援金等分

退職被保 負担金、補 ・退職被保険者等後期高齢者

険者等後 助及び交付   支援金等

期高齢者 金

支援金等

分

介護納付金分

介護納付 負担金、補 ・介護納付金

金分 助及び交付

金

共同事業拠出金 △2,158,158

共同事業拠出 △2,158,158

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 保険給付費，国民健康保険事業費納付金

歳出 国民健康保険事業費納付金，共同事業拠出金
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（単位 ： 千円）

節

その他共 △1 負担金、補 ・その他共同事業拠出金

同事業拠 助及び交付

出金 金

高額医療 △283,475

費拠出金

保険財政 △1,874,682

共同安定

化事業拠

出金

保健事業費

保健事業費

保健衛生 需用費 ・保健衛生普及事務に要する

普及費 消耗品費   経費

役務費 ・ジェネリック医療品利用促

委託料   進に要する経費

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 国民健康保険事業費納付金，共同事業拠出金

歳出 共同事業拠出金，保健事業費
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（単位 ： 千円）

節

特定健康診査

等事業費

特定健康 賃金 ・非常勤職員に要する経費

診査等事 報償費 ・特定健康診査等事業に要す

業費 需用費   る経費

消耗品費 ・データヘルス事業に要する

印刷製本費   経費

役務費

委託料

諸支出金

償還金及び還

付加算金

一般被保 償還金、利 ・一般被保険者保険税還付金

険者保険 子及び割引

税還付金 料

退職被保 償還金、利 ・退職被保険者等保険税還付

険者等保 子及び割引   金

険税還付 料

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 共同事業拠出金，保健事業費

歳出 保健事業費，諸支出金
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（単位 ： 千円）

節

償還金 △1 償還金、利 ・国庫補助金等返還金

子及び割引

料

一般被保 償還金、利 ・一般被保険者還付加算金

険者還付 子及び割引

加算金 料

退職被保 償還金、利 ・退職被保険者等還付加算金

険者等還 子及び割引

付加算金 料

保険給付 償還金、利 ・保険給付費等交付金償還金

費等交付 子及び割引

金償還金 料

療養給付 償還金、利 ・療養給付費等負担金償還金

費等負担 子及び割引

金償還金 料

療養給付 償還金、利 ・療養給付費等交付金償還金

費等交付 子及び割引

金償還金 料

延滞金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 保健事業費，諸支出金

歳出 諸支出金
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（単位 ： 千円）

節

延滞金 補償、補填 ・延滞金

及び賠償金

繰出金

一般会計 繰出金 ・一般会計繰出金

繰出金

予備費

予備費

予備費 予備費 ・予備費

基金積立金 △29

基金積立金 △29

財政調整 △29

基金積立

金

後期高齢者支援 △1,216,092

金等

後期高齢者支 △1,216,092

援金等

後期高齢 △1,216,014

者支援金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 諸支出金

歳出 諸支出金，予備費，基金積立金，後期高齢者支援金等
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（単位 ： 千円）

節

後期高齢 △78

者関係事

務費拠出

金

前期高齢者納付 △1,447

金等

前期高齢者納 △1,447

付金等

前期高齢 △1,372

者納付金

前期高齢 △75

者関係事

務費拠出

金

老人保健拠出金 △36

老人保健拠出 △36

金

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
区 分 金 額一 般 財 源

歳出 諸支出金，予備費，基金積立金，後期高齢者支援金等

歳出 後期高齢者支援金等，前期高齢者納付金等，老人保健拠出金
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（単位 ： 千円）

節

老人保健 △1

医療費拠

出金

老人保健 △35

事務費拠

出金

介護納付金 △487,952

介護納付金 △487,952

介護納付 △487,952

金

△1,187,630

比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

歳 出 合 計

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度

歳出 後期高齢者支援金等，前期高齢者納付金等，老人保健拠出金

歳出 老人保健拠出金，介護納付金
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印 西 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算
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議 案 第 ２ ０ 号

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 の 下 水 道 事 業 特 別 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 は 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ， ６ ２ ７ ， １ ５ ８ 千 円 と 定 め る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 」 に

よ る 。

（ 債 務 負 担 行 為 ）

第 ２ 条 地 方 自 治 法 第 ２ １ ４ 条 の 規 定 に よ り 債 務 を 負 担 す る 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、

期 間 及 び 限 度 額 は 、 「 第 ２ 表 債 務 負 担 行 為 」 に よ る 。

（ 地 方 債 ）

第 ３ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ３ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 起 こ す こ と が で き る 地 方 債 の 起 債 の 目

的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 「 第 ３ 表 地 方 債 」 に よ る 。

（ 歳 出 予 算 の 流 用 ）

第 ４ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費 の 金 額

を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

各 項 に 計 上 し た 給 料 、 職 員 手 当 及 び 共 済 費 （ 賃 金 に 係 る 共 済 費 を 除 く 。 ） に 係 る 予

算 額 に 過 不 足 を 生 じ た 場 合 に お け る 同 一 款 内 で の こ れ ら の 経 費 の 各 項 の 間 の 流 用

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 １ ９ 日 提 出

印 西 市 長 板 倉 正 直
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第１表　歳入歳出予算

     歳  入 (単位：千円)

款 項

分担金及び負担金

分担金

負担金

使用料及び手数料

使用料

手数料

国庫支出金

国庫補助金

財産収入

財産運用収入

繰入金

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

市預金利子

貸付金収入

金 額
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(単位：千円)

款 項

市債

市債

金 額

歳 入 合 計
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     歳  出 (単位：千円)

款 項

下水道事業費

総務管理費

公共下水道事業費

流域下水道事業費

公債費

公債費

基金積立金

基金積立金

予備費

予備費

金 額

歳 出 合 計
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第２表　　債務負担行為

事　　　　　　　　　　項

自 平成３０年度

至 平成３１年度

期　　間 限　　　　度　　　　額

小林中継ポンプ場設備更新工事委託
（長寿命化計画に係る施行委託）

委 託 料 １４９，９８０千円以内
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第３表　　地方債

起　　債　　の　　目　　的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円

合　　　　　　　　　　　　　計

融資条件による。
下水道事業
（特定環境保全公共下水道）

普通貸借
又は

証券発行

　　　　　年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

下水道事業
（公共下水道）

下水道事業
（流域下水道）
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印西市下水道事業特別会計予算に関する説明書
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１．総括

( 歳　入 ) (単位：千円)

款

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

財産収入 △214

繰入金 △10,557

繰越金

諸収入

市債 △4,200

歳入歳出予算事項別明細書

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 本 年 度 予 算 構 成 比 ％

歳 入 合 計
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( 歳　出 ) (単位：千円)

款

下水道事業費

公債費 △27,536

基金積立金 △203

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較

本年度予算額の財源内訳

本年度予算
構成比(％)

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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２．歳　入

（単位 ： 千円）

節

分担金及び負担金

分担金

下水道事業費分担 受益者分担金現年 ・受益者分担金（現年度分）

金 度分

負担金

下水道事業費負担 受益者負担金現年 ・公共下水道受益者負担金（現年度分）

金 度分

使用料及び手数料

使用料

下水道使用料 下水道使用料現年 ・公共下水道使用料（現年度分）

度分 ・特定環境保全公共下水道使用料（現年度分）

下水道使用料滞納 ・公共下水道使用料（滞納繰越分）

繰越分 ・特定環境保全公共下水道使用料（滞納繰越分）

手数料

手数料 手数料 ・指定工事店登録手数料

国庫支出金

国庫補助金

下水道事業費国庫 社会資本整備総合 ・社会資本整備総合交付金

補助金 交付金

比 較款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度
区 分 金 額

説 明

歳入 分担金及び負担金，使用料及び手数料，国庫支出金
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（単位 ： 千円）

節

財産収入 △ 214

財産運用収入 △ 214

利子及び配当金 △ 203 利子 ・利子

財産貸付収入 △ 11 不動産貸付収入 ・市有地貸付収入

繰入金 △ 10,557

一般会計繰入金 △ 16,617

一般会計繰入金 △ 16,617 一般会計繰入金 ・一般会計繰入金

基金繰入金

財政調整基金繰入 財政調整基金繰入 ・財政調整基金繰入金

金 金

繰越金

繰越金

繰越金 前年度繰越金 ・前年度繰越金

諸収入

市預金利子

市預金利子 預金利子 ・預金利子

貸付金収入

貸付金収入 水洗便所改造資金 ・公共下水道水洗便所改造資金貸付金収入

貸付金収入

款　　　項　　　目
区 分

本 年 度 前 年 度 比 較
金 額

説 明

歳入 分担金及び負担金，使用料及び手数料，国庫支出金

歳入 財産収入，繰入金，繰越金，諸収入
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（単位 ： 千円）

節

市債 △ 4,200

市債 △ 4,200

下水道事業債 △ 4,200 下水道施設整備債 ・公共下水道事業

・特定環境保全公共下水道事業

・流域下水道事業

歳 入 合 計

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 財産収入，繰入金，繰越金，諸収入

歳入 市債
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３．歳　出

（単位 ： 千円）

節

下水道事業費

総務管理費

一般管理 報酬 ・職員人件費

費 給料 ・下水道使用料等徴収事務に

職員手当等   要する経費

共済費 ・下水道総務事務に要する経

旅費   費

需用費 ・汚水処理施設維持管理に要

消耗品費   する経費

燃料費 ・中継ポンプ場等維持管理に

光熱水費   要する経費

修繕料 ・雨水排水施設維持管理に要

役務費   する経費

委託料 ・印旛沼流域下水道維持管理

使用料及び   費負担金

賃借料 ・手賀沼流域下水道維持管理

工事請負費   費負担金

備品購入費 ・水洗便所改造資金貸付事業

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 下水道事業費
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（単位 ： 千円）

節

負担金、補 ・下水道水質規制等に要する

助及び交付   経費

金

貸付金

償還金、利

子及び割引

料

公課費

公共下水道事

業費

汚水処理 需用費 ・公共下水道施設整備事業

対策費 消耗品費 ・特定環境保全公共下水道施

委託料   設整備事業

工事請負費

補償、補填

及び賠償金

雨水排水 需用費 ・雨水排水対策施設整備事業

対策費 消耗品費

委託料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 下水道事業費

歳出 下水道事業費
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（単位 ： 千円）

節

工事請負費

流域下水道事

業費

流域下水 負担金、補 ・印旛沼流域下水道建設費負

道費 助及び交付   担金

金 ・手賀沼流域下水道建設費負

  担金

公債費 △27,536

公債費 △27,536

元金 △20,827 償還金、利 ・元金

子及び割引

料

利子 △6,709 償還金、利 ・利子

子及び割引

料

基金積立金 △203

基金積立金 △203

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
区 分 金 額一 般 財 源

歳出 下水道事業費

歳出 下水道事業費，公債費，基金積立金
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（単位 ： 千円）

節

財政調整 △203 積立金 ・財政調整基金積立金

基金積立

金

予備費

予備費

予備費 予備費 ・予備費

比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

歳 出 合 計

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度

歳出 下水道事業費，公債費，基金積立金

歳出 基金積立金，予備費
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　　　　給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書

職　員　数 報　　　酬 給　　　料 期末手当 　  （千円） 地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

(人） （千円） （千円） 年間支給率  （月数） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

その他の
特別職

5 113 113 113

計 5 113 113 113

その他の
特別職

8 180 180 180

計 8 180 180 180

その他の
特別職

△ 3 △ 67 △ 67 △ 67

計 △ 3 △ 67 △ 67 △ 67

比　　較
議　　　員

備　考

給　　　　　与　　　　　費
共　済　費 合　　　計

長　　　等

議　　　員

１　　特　別　職

区　　　分

本年度
議　　　員

（下水道事業特別会計）

長　　　等

前年度

長　　　等

192



　（1）　総　　　括

報　酬　（千円） 給　料　（千円） 職員手当　（千円） 計　（千円）

扶養手当 地域手当 管理職手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 798 4,299 721 860 10,555 7,296 3,500

前年度 1,032 3,986 721 749 9,979 6,502 4,000

比　　較 △ 234 313 0 111 576 794 △ 500

住居手当 児童手当

（千円） （千円）

本年度 648 780

前年度 606 720

比　　較 42 60

２　　一　般　職

区　　　分 共済費　（千円） 合計　（千円）

職員手当の
内　　　　訳

備　考職員数（人）
給　　　　　与　　　　　費

区　　分

本年度

前年度

比　　較

40,793

38,264

2,529

区　　分

29,457

28,295

1,162

70,250

66,559

3,691

11

10

1

20,494

19,882

612

90,744

86,441

4,303
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区　　　　分 増減額　（千円） 備　　　考

　給与改定に伴う

給　　　　料 　増減分

　昇給に伴う 平均昇給率
　増加分 （昇給月） （職員数）

4月 11人

　その他の増減分
（職員数） （その他） （計）

　本年度 11人 11人

　前年度 10人 10人

　増　減　 1人 1人

　扶養手当 ・配偶者6.5(10)千円/月、子10(8)千円/月等

職員手当 　地域手当 ・率10.2(10)％、給料等を基礎とするはね返り分

　期末手当 ・給料、扶養手当及び地域手当を基礎とするはね返り分

　勤勉手当 ・年間支給率　8級以外1.8（1.7）月、8級 2.2（2.1）月

　

※（　）内は前年度数値

　その他の増減分 　扶養手当 △ 312 　児童手当

　地域手当

　通勤手当

　期末手当

　勤勉手当

　時間外手当 △ 500

　住居手当

昇給期別職員数

職員の異動状況

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　理　由　別　内　訳    （千円） 説　　　　　　　　　　　　　　明

　
　制度改正に伴う
  増減分

（千円）
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行政職（一）

301,336

367,970

38.54

311,370

385,320

39.53

（単位：円）

高校卒 151,500

大学卒 185,800

147,100

179,200

　　ア　職員１人当たり給与

（3）　給料及び職員手当の状況

区　　　　　　　　　　分

　　イ　初　　任　　給

平　均　年　令　　　（歳）

平成３０年１月１日現在

平成２９年１月１日現在

区　　　分 行政職（一）

平均給料月額　　　（円）

平均給与月額　　　（円）

平均給料月額　　　（円）

平均給与月額　　　（円）

平　均　年　令　　　（歳）

国　　　の　　　制　　　度

行政職（一）
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級 職員数（人） 構成比（％）

（　　　　　) （　　　　　)
2 18.18

（　　　　　) （　　　　　)
2 18.18

（　　　　　) （　　　　　)
1 9.09

（　　　　　) （　　　　　)
1 9.09

（　　　　　) （　　　　　)
3 27.28

（　　　　　) （　　　　　)
1 9.09

（　　　　　) （　　　　　)
1 9.09

（　　　　　) （　　　　　)
0.00

（　　　　　) （　　　　　)
11 100.00

（　　　　　) （　　　　　)
2 20.00

（　　　　　) （　　　　　)
1 10.00

（　　　　　) （　　　　　)
0.00

（　　　　　) （　　　　　)
3 30.00

（　　　　　) （　　　　　)
3 30.00

（　　　　　) （　　　　　)
0.00

（　　　　　) （　　　　　)
1 10.00

（　　　　　) （　　　　　)
0.00

（　　　　　) （　　　　　)
10 100.00

平成29年１月１日現在

１　級

３　級

５　級

６　級

４　級

平成30年１月１日現在

７　級

８　級

計

　ウ　　級　別　職　員　数

区　　分
行政職（一）

１　級

２　級

３　級

７　級

８　級

計

４　級

２　級

５　級

６　級
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区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

課　長

副参事

部　長

参　事

（級別の標準的な職務内容）

行政職（一）
主　事

技　師

主任主事

主任技師
主　　査

係　長

副主幹

課長補佐

主　幹
主査補
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代表的な職種

行政職（一）

職員数 （Ａ）(人） 11 11

昇給に係る職員数 （Ｂ）(人） 11 11

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人) 1 1

４号給(人) 10 10

６号給(人)

８号給(人)

比　率　（Ｂ）/（Ａ） （％） 100 100

職員数 （Ａ）(人） 10 10

昇給に係る職員数 （Ｂ）(人） 10 10

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人) 1 1

４号給(人) 9 9

６号給(人)

８号給(人)

比　率　（Ｂ）/（Ａ） （％） 100 100

　エ　　昇　給

区　　分 合　　計

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

号給数別内訳

号給数別内訳
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６月（月分） 12月（月分）

（1.075） （1.225） （2.30）
2.125 2.275 4.40
（1.05） （1.20） （2.25）
2.075 2.225 4.30
（1.075） （1.225） （2.30）
2.125 2.275 4.40

※（　　）内は再任用職員に係る支給率

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職等特例措置

　　２％～４５％加算

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置
（支給率等）

　　２％～４５％加算 定年前１年のみ２%

国の制度

　オ　　期　末　手　当　・　勤　勉　手　当

区　　　　分
職務上の段階、職務の
級等による加算措置

本　年　度

支　給　期　別　支　給　率
支給率計　（月分）

有

10.2

11

支　給　対　象　地　域

支　　給　　率　　　（％）

支給対象職員数　　（人）

備　　考

前　年　度 有

備　　考

　キ　　地　域　手　当

国の指定基準に基づく支給率（％） 16

有

全　　　域

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　分 その他の加算措置等
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代表的な職種

行政職（一）

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員の比率 （％）

交通機関利用者 国　　５５，０００円まで全額支給
　　　　　　　　　　　　 市　　全額支給

区　　　　　分 全　　職　　種

代表的な特殊勤務手当の名称

差　異　の　内　容

通　勤　手　当 異なる

同　　じ住　居　手　当

　ク　　特　殊　勤　務　手　当

　ケ　　そ　の　他　の　手　当

国の制度との異同

同　　じ

区　　　　分

扶　養　手　当
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他

小林中継ポンプ場設備更新工事委
託（長寿命化計画に係る施行委託）

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　由 限度額
前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
支出（見込）額 支出予定額

期間 期間
特定財源

一般財源

下水道事業法適化支援業務委託

    平成 年度

平成 年度

自　　平成
至　　平成

年度
年度

    平成 年度

平成 年度
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前々年度末 前年度末 当該年度中 当該年度中 当該年度末

現在高 現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

千円 千円 千円 千円 千円

（１） 公共下水道事業

（２） 特定環境保全

公共下水道事業

（３） 流域下水道事業

合　　　　計

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

当該年度中増減見込

区　　　　分

　　下水道事業債
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印 西 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算
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議 案 第 ２ １ 号

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 の 介 護 保 険 特 別 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 は 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ５ ， ０ ０ ９ ， ８ ２ ７ 千 円 と 定 め る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 」 に

よ る 。

（ 歳 出 予 算 の 流 用 ）

第 ２ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費 の 金 額

を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

保 険 給 付 費 の 各 項 に 計 上 さ れ た 予 算 額 に 過 不 足 を 生 じ た 場 合 に お け る 同 一 款 内 で の

各 項 の 間 の 流 用

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 １ ９ 日 提 出

印 西 市 長 板 倉 正 直

205



第１表　歳入歳出予算

     歳  入 (単位：千円)

款 項

保険料

介護保険料

分担金及び負担金

負担金

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

支払基金交付金

支払基金交付金

県支出金

県負担金

県補助金

財産収入

財産運用収入

繰入金

他会計繰入金

基金繰入金

繰越金

金 額
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(単位：千円)

款 項

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

市預金利子

雑入

使用料及び手数料

手数料

金 額

歳 入 合 計
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     歳  出 (単位：千円)

款 項

総務費

総務管理費

保険給付費

介護サービス費

介護予防サービス費

地域支援事業費

地域支援事業費

その他諸費

保健福祉事業費

保健福祉事業費

財政安定化基金拠出金

財政安定化基金拠出金

基金積立金

基金積立金

諸支出金

償還金及び還付加算金

繰出金

予備費

金 額
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(単位：千円)

款 項

予備費

金 額

歳 出 合 計
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印西市介護保険特別会計予算に関する説明書
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１．総括

( 歳　入 ) (単位：千円)

款

保険料

分担金及び負担金 △60

国庫支出金 △19,887

支払基金交付金 △37,411

県支出金

財産収入 △106

繰入金

繰越金

諸収入

使用料及び手数料 △3,743

歳入歳出予算事項別明細書

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 本 年 度 予 算 構 成 比 ％

歳 入 合 計
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( 歳　出 ) (単位：千円)

款

総務費 △6,965

保険給付費

地域支援事業費

保健福祉事業費

財政安定化基金拠出金

基金積立金 △106

諸支出金

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較

本年度予算額の財源内訳

本年度予算
構成比(％)

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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２．歳　入

（単位 ： 千円）

節

保険料

介護保険料

第１号被保険者保 特別徴収保険料（ ・特別徴収保険料（現年度分）

険料 現年度分）

普通徴収保険料（ ・普通徴収保険料（現年度分）

現年度分）

普通徴収保険料（ ・普通徴収保険料（滞納繰越分）

滞納繰越分）

分担金及び負担金 △ 60

負担金 △ 60

地域支援事業費負 △ 60 介護予防事業費負 ・介護予防事業利用者負担金

担金 担金

国庫支出金 △ 19,887

国庫負担金

介護給付費負担金 現年度分 ・介護給付費負担金（現年度分）

国庫補助金 △ 22,349

調整交付金 △ 28,512 現年度分 ・調整交付金（現年度分）

地域支援事業交付 現年度分 ・地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援

金   総合事業以外の地域支援事業）

款　　　項　　　目
区 分 金 額

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

歳入 保険料，分担金及び負担金，国庫支出金
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（単位 ： 千円）

節

・地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援

  総合事業）

介護保険災害臨時 介護保険災害臨時 ・介護保険災害臨時特例補助金

特例補助金 特例補助金

支払基金交付金 △ 37,411

支払基金交付金 △ 37,411

介護給付費交付金 △ 41,084 現年度分 ・介護給付費交付金（現年度分）

地域支援事業支援 現年度分 ・地域支援事業支援交付金（介護予防・日常生活

交付金   支援総合事業）

県支出金

県負担金

介護給付費負担金 現年度分 ・介護給付費負担金（現年度分）

財政安定化基金支 交付金 ・交付金

出金

県補助金

地域支援事業交付 現年度分 ・地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援

金   総合事業以外の地域支援事業）

・地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援

  総合事業）

区 分 金 額
説 明本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目

歳入 保険料，分担金及び負担金，国庫支出金

歳入 国庫支出金，支払基金交付金，県支出金
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（単位 ： 千円）

節

財産収入 △ 106

財産運用収入 △ 106

利子及び配当金 △ 106 利子 ・利子

繰入金

他会計繰入金 △ 1,512

一般会計繰入金 △ 1,512 介護給付費繰入金 ・介護給付費繰入金

地域支援事業費繰 ・地域支援事業費繰入金（介護予防・日常生活支

入金   援総合事業以外の地域支援事業）

・地域支援事業費繰入金（介護予防・日常生活支

  援総合事業）

事務費繰入金 ・事務費繰入金

低所得者保険料軽 ・低所得者保険料軽減繰入金

減繰入金

基金繰入金

財政調整基金繰入 財政調整基金繰入 ・財政調整基金繰入金

金 金

繰越金

繰越金

介護給付費繰越金 介護給付費繰越金 ・介護給付費繰越金

前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明本 年 度

歳入 国庫支出金，支払基金交付金，県支出金

歳入 財産収入，繰入金，繰越金
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（単位 ： 千円）

節

その他繰越金 その他繰越金 ・その他繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

第１号被保険者延 第１号被保険者延 ・第１号被保険者延滞金

滞金 滞金

第１号被保険者加 第１号被保険者加 ・第１号被保険者加算金

算金 算金

過料 過料 ・過料

市預金利子

市預金利子 預金利子 ・預金利子

雑入

第三者納付金 第三者納付金 ・第三者納付金

返納金 返納金 ・返納金

雑入 雑入 ・雑入

使用料及び手数料 △ 3,743

手数料 △ 3,743

介護予防手数料 △ 3,743

歳 入 合 計

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 財産収入，繰入金，繰越金

歳入 繰越金，諸収入，使用料及び手数料
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３．歳　出

（単位 ： 千円）

節

総務費 △6,965

総務管理費 △6,965

一般管理 △7,094 報酬 ・非常勤職員に要する経費

費 賃金 ・介護保険運営管理に要する

旅費   経費

需用費 ・介護認定に要する経費

消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

修繕料

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

賦課徴収 需用費 ・賦課徴収に要する経費

費 印刷製本費

役務費

負担金、補

助及び交付

金

保険給付費

介護サービス △15,383

費

施設サー △7,080 負担金、補 ・施設サービス給付事業

ビス費 助及び交付

金

居宅サー 負担金、補 ・居宅サービス給付事業

ビス費 助及び交付

金

地域密着 負担金、補 ・地域密着型サービス給付事

型サービ 助及び交付   業

ス費 金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費

歳出 総務費，保険給付費
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（単位 ： 千円）

節

特定入所 △28,410 負担金、補 ・特定入所者介護サービス給

者介護サ 助及び交付   付事業

ービス費 金

居宅介護 △13,244 負担金、補 ・居宅介護支援サービス諸費

支援サー 助及び交付   給付事業

ビス諸費 金

審査支払 △275 役務費 ・審査支払に要する経費

手数料

介護予防サー

ビス費

介護予防 負担金、補 ・介護予防サービス給付事業

サービス 助及び交付

費 金

地域密着 △3,072 負担金、補 ・地域密着型介護予防サービ

型介護予 助及び交付   ス給付事業

防サービ 金

ス費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費，保険給付費

歳出 保険給付費
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（単位 ： 千円）

節

介護予防 △1,523 負担金、補 ・介護予防支援サービス諸費

支援サー 助及び交付   給付事業

ビス諸費 金

特定入所 負担金、補 ・特定入所者介護予防サービ

者介護予 助及び交付   ス給付事業

防サービ 金

ス費

地域支援事業費

地域支援事業

費

包括的支 報酬 ・包括的支援事業・任意事業

援事業・ 報償費

任意事業 旅費

費 需用費

消耗品費

燃料費

光熱水費

修繕料

医薬材料費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 保険給付費

歳出 保険給付費，地域支援事業費
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（単位 ： 千円）

節

役務費

委託料

使用料及び

賃借料

備品購入費

負担金、補

助及び交付

金

扶助費

介護予防 報償費 ・介護予防・日常生活支援総

・日常生 旅費   合事業

活支援総 需用費

合事業費 消耗品費

役務費

委託料

負担金、補

助及び交付

金

その他諸費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 保険給付費，地域支援事業費

歳出 地域支援事業費
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（単位 ： 千円）

節

審査支払 役務費 ・審査支払に要する経費

手数料

保健福祉事業費

保健福祉事業

費

保健福祉 扶助費 ・保健福祉事業に要する経費

事業費

財政安定化基金

拠出金

財政安定化基

金拠出金

財政安定 負担金、補 ・財政安定化基金拠出金

化基金拠 助及び交付

出金 金

基金積立金 △106

基金積立金 △106

財政調整 △106 積立金 ・財政調整基金積立金

基金積立

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 地域支援事業費

歳出 地域支援事業費，保健福祉事業費，財政安定化基金拠出金，基金積立金
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（単位 ： 千円）

節

諸支出金

償還金及び還

付加算金

第１号被 償還金、利 ・第１号被保険者保険料還付

保険者保 子及び割引   金

険料還付 料

金

償還金 償還金、利 ・国庫支出金等返還金

子及び割引

料

第１号被 償還金、利 ・第１号被保険者保険料還付

保険者保 子及び割引   加算金

険料還付 料

加算金

繰出金

他会計繰 繰出金 ・一般会計繰出金

出金

予備費

予備費

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
区 分 金 額一 般 財 源

歳出 地域支援事業費，保健福祉事業費，財政安定化基金拠出金，基金積立金

歳出 諸支出金，予備費
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（単位 ： 千円）

節

予備費 予備費 ・予備費

比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

歳 出 合 計

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度

歳出 諸支出金，予備費

歳出 予備費
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職　員　数 報　　　酬 給　　　料 期末手当 　  （千円） 地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

(人） （千円） （千円） 年間支給率  （月数） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

その他の
特別職

75 14,088 14,088 14,088

計 75 14,088 14,088 14,088

その他の
特別職

75 15,210 15,210 15,210

計 75 15,210 15,210 15,210

その他の
特別職

△ 1,122 △ 1,122 △ 1,122

計 △ 1,122 △ 1,122 △ 1,122

備　考

（介護保険特別会計）

１　　特　別　職

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費

　　　　給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書

本年度

長　　　等

議　　　員

前年度

長　　　等

議　　　員

比　　較

共　済　費 合　　　計

議　　　員

長　　　等
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金額 金額 国県支出金 地方債 その他

自　平成 年度

至　平成 年度

印西市地域包括支援センター運営
事業業務委託

    平成 年度

　　平成 年度

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　由 限度額
前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
支出（見込）額 支出予定額

期間 期間
特定財源

一般財源
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印 西 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算
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議 案 第 ２ ２ 号

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算

平 成 ３ ０ 年 度 印 西 市 の 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 は 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ７ ６ ７ ， ８ ７ ０ 千 円 と 定 め る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 」 に

よ る 。

平 成 ３ ０ 年 ２ 月 １ ９ 日 提 出

印 西 市 長 板 倉 正 直
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第１表　歳入歳出予算

     歳  入 (単位：千円)

款 項

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療広域連合支出金

後期高齢者医療広域連合委託金

後期高齢者医療広域連合補助金

繰入金

一般会計繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金、加算金及び過料

償還金及び還付加算金

市預金利子

雑入

金 額

歳 入 合 計
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     歳  出 (単位：千円)

款 項

総務費

総務管理費

徴収費

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

保健衛生費

保健事業費

諸支出金

償還金及び還付加算金

繰出金

予備費

予備費

金 額

歳 出 合 計
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印西市後期高齢者医療特別会計予算に関する説明書
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１．総括

( 歳　入 ) (単位：千円)

款

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療広域連合支出金 △1,334

繰入金

繰越金

諸収入

歳入歳出予算事項別明細書

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 本 年 度 予 算 構 成 比 ％

歳 入 合 計
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( 歳　出 ) (単位：千円)

款

総務費 △98

後期高齢者医療広域連合納付金

保健衛生費 △837

諸支出金

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較

本年度予算額の財源内訳

本年度予算
構成比(％)

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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２．歳　入

（単位 ： 千円）

節

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料

特別徴収保険料 特別徴収保険料（ ・特別徴収保険料（現年度分）

現年度分）

普通徴収保険料 普通徴収保険料（ ・普通徴収保険料（現年度分）

現年度分）

普通徴収保険料（ ・普通徴収保険料（滞納繰越分）

滞納繰越分）

後期高齢者医療広域連合 △ 1,334

支出金

後期高齢者医療広域連 △ 1,666

合委託金

健康診査費委託金 △ 1,434 健康診査費委託金 ・健康診査費委託金

賦課徴収業務等委 △ 232 賦課徴収業務等委 ・賦課徴収帳票作成等業務委託金

託金 託金

後期高齢者医療広域連

合補助金

後期高齢者医療広 長寿・健康増進事 ・人間ドック等費用助成事業補助金

域連合補助金 業補助金

比 較款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度
区 分 金 額

説 明

歳入 後期高齢者医療保険料，後期高齢者医療広域連合支出金
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（単位 ： 千円）

節

繰入金

一般会計繰入金

事務費繰入金 事務費繰入金 ・事務費繰入金

保険基盤安定繰入 保険基盤安定繰入 ・保険基盤安定繰入金

金 金

繰越金

繰越金

繰越金 前年度繰越金 ・前年度繰越金

諸収入

延滞金、加算金及び過

料

延滞金 延滞金 ・延滞金

過料 過料 ・過料

償還金及び還付加算金

保険料等負担金返 保険料還付金 ・保険料還付金

還金 還付加算金 ・還付加算金

市預金利子

市預金利子 預金利子 ・預金利子

雑入

款　　　項　　　目
区 分

本 年 度 前 年 度 比 較
金 額

説 明

歳入 後期高齢者医療保険料，後期高齢者医療広域連合支出金

歳入 繰入金，繰越金，諸収入
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（単位 ： 千円）

節

雑入 雑入 ・雑入

歳 入 合 計

本 年 度 前 年 度 比 較款　　　項　　　目
区 分 金 額

説 明

歳入 繰入金，繰越金，諸収入

歳入 諸収入
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３．歳　出

（単位 ： 千円）

節

総務費 △98

総務管理費 △112

一般管理 △112 賃金 ・非常勤職員に要する経費

費 旅費 ・一般管理に要する経費

需用費

消耗品費

印刷製本費

役務費

委託料

徴収費

徴収費 需用費 ・徴収に要する経費

消耗品費

印刷製本費

役務費

委託料

負担金、補

助及び交付

金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

歳出 総務費
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（単位 ： 千円）

節

後期高齢者医療

広域連合納付金

後期高齢者医

療広域連合納

付金

後期高齢 負担金、補 ・後期高齢者医療広域連合納

者医療広 助及び交付   付金

域連合納 金

付金

保健衛生費 △837

保健事業費 △837

健康診査 △1,437 需用費 ・健康診査に要する経費

費 印刷製本費

役務費

委託料

保健衛生 負担金、補 ・人間ドック等費用助成事業

普及費 助及び交付

金

諸支出金

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
区 分 金 額一 般 財 源

歳出 総務費

歳出 後期高齢者医療広域連合納付金，保健衛生費，諸支出金
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（単位 ： 千円）

節

償還金及び還

付加算金

保険料還 償還金、利 ・保険料還付金

付金 子及び割引

料

保険料還 償還金、利 ・保険料還付加算金

付加算金 子及び割引

料

繰出金

他会計繰 繰出金 ・一般会計繰出金

出金

予備費

予備費

予備費 予備費 ・予備費

比 較

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

歳 出 合 計

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度

歳出 後期高齢者医療広域連合納付金，保健衛生費，諸支出金

歳出 諸支出金，予備費
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古紙配合率70％再生紙を使用しています

Inzai City


